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要　約

　本文書は発展途上であり、定期的にアップデートされることになろう。1999年初、オーストラリアのCPSU（地域・公務部門労組）の中央執行委員向けセミナーの資料「グローバル化と主要な国際機関」の概要として作成された。同概要は、1999年９月下旬にPSIの公共部門作業グループで議論されるまでの間、さらに長期間のいくつかのセミナーにおける同テーマの議論を通じて補強されてきた。そして、それらの議論受けて大幅に改訂されただけでなく、その後、1999年12月にシアトルでおこなわれ、失敗に終わったWTO閣僚会議後にさらに補強された。本バージョンは、2000年半ばまでの情勢の進展を反映させたものである。

　本書では、グローバル化の本質、およびグローバル化が国内・国際経済に与える影響、あるいは一般の労働者、とりわけ公共部門労働者と公共部門労組に与える影響を概説している。非常に多くの人々への大変ネガティブな結果を指摘している一方で、グローバル化、自由で公正な貿易が善悪双方に均等なエネルギーとなりうることを示唆している。しかしながら、グローバル化の本質と多国籍企業の力を考慮にいれると（概要が分析され後述されている）、OECD（経済協力開発機構）のMAI（多国間投資協定）の最近の挫折は、労働組合とNGOが共に力を合わせて多国籍企業、各国政府、諸国際機関の思惑を挫く可能性を示すものだと本書は指摘している。

　また、主要な国際機関の目的、主な政策、とりわけ公共部門労働者との関連性の高い政策の詳細、および各機関に関して労働組合がおこなってきた取り組みの解説に本書の多くを割いている。

　IMF（国際通貨基金）の場合は、ワシントン合意に基づく危機管理プログラムを各国政府に押しつける際に、同機関の主要な資源である金と力をどのように使用してきたかを本書は指摘している。IMFが各国政府に受け入れさせることができるSAP（構造調整プログラム）の本質を解説している。また、最近までIMFの特徴とされてきた民主主義、および一般大衆の参加と批評の拒絶について記述している。

　世界銀行については、もう少し前向きな見方がされている。世界銀行の国家支援戦略プログラムは、IMFと同様の条件を各国に課すことができるが、最近では一般大衆からの批判をより率直に受け入れている。労働組合を含む大衆からの批判を受けとめながら、アプローチを変更すべきかどうか検証しようとしている。また、最近発表された構造調整参加見直し構想が記述されているが、世界開発年次報告書草案の検討へのPSIの参加を受け入れているのである。1999年末に起こったIMF・世界銀行における変化は、本当に異なるアプローチを示すシグナルではあるが、特にIMFにおいては、未だ実際にそのような変化が固まったわけではないと指摘している。

　世界銀行とPSIおよびITF（国際運輸労連）とのパートナーシップである民営化・企業改革労働ネットワーク（PERL-NET）など、PSIと世界銀行・公共部門開発局との連携した取り組みについても記述されている。

　困難で、まだ成功は収めていないが、世界銀行にILO（国際労働機関）の中核的労働基準を尊重させ、奨励させようといいうICFTU（国際自由労連、訳注：各国の労働組合ナショナルセンターが加盟する労働組合インターナショナルセンターともいうべき組織）とPSIのような国際産別（訳注：PSIは公共部門労組・労連が加盟するITS、他には運輸、教育、鉄鋼など、各産業別のITSが存在する）の取り組みについても記述されている。

　世界銀行に関する章の末尾では、加盟組合員の世界銀行に対する理解を深め、世界銀行の活動に対する監視を強めるための、PSIの教育、リサーチ、キャンペーンの取り組み例が紹介されている。

　OECD（経済協力開発機構）、および同機構の諮問委員会の一つであり、PSIが緊密な連携を取りながら活動しているTUAC（労働組合諮問委員会）に関する章では、反MAI（多国間投資協定）キャンペーンと労働組合の教訓に関する分析が先ず記述されている。

　OECD内のネオ・リベラル（新保守主義）的な要因に関する記述がいくつかある一方、PSIがTUACとともにPUMA（公共管理委員会）において取り組んできた課題、とりわけ公共部門労働者の利益の中核となる規制見直しに関する複数年プロジェクト、公共部門の倫理腐敗および誠実さに関する活動、業績管理、市民とのコミュニケーション、公共部門における生産性の測定、よりよい管理方法などに関する取り組みに多くの紙面を割いている。

　最も新しい国際機関であるWTO（WTO、訳注：GATT・関税と貿易に関する一般協定に代わって発足した）は、国際貿易に関するルールを制定し、貿易紛争を調停する。多くの国々やNGOおよび労働組合は、その総合的な哲学は全く受け入れがたいものであることに気づいている。労働組合は、WTO条約の文言やルールを変更し、紛争処理手続きにILOを参画させ、ILOの中核的労働基準の尊重を加盟国に義務付ける取り組みを進めてきた。また、1996年以降、３回のWTO閣僚会議のすべてにおいて労働組合がキャンペーンをおこなってきたその他の主要課題についても概説している。

· GATS（サービス貿易に関する一般協定）。WTOルールによれば、教育や医療サービスが貿易可能なサービスとして位置付けられる可能性があるので、公共部門労組にとっては重要な課題である。

· 政府・公共調達。この点に関する変更は、多国籍企業がさらに公共サービスに侵入し、国内の零細供給者の成長を支援する政府の能力を衰えさせる可能性がある。

· ICFTUおよびITSは、WTOが環境や労働安全衛生に関わる課題を適正に扱うよう要求しつづけてきている。

· 女性のグループは、その他の国際団体とともに、しばしば社会サービスの低下による損失の犠牲者や搾取対象となり、あるいは最大の影響を受けることになる女性に貿易の自由化が与える影響を分析することをWTOに要求してきた。

· WTOの活動において強要される取り組みに必要な資源の確保、およびWTOの責務を果たすことの非常な困難さという途上国の不安は、真剣に受け止められるべきである。

　PSIの経験が最も浅い各地域の多国間開発銀行について記述した章は、本書で一番不十分であるが、PSIの南北アメリカおよびアジア太平洋地域組織が、IDB（米州開発銀行）およびADB（アジア開発銀行）に焦点を当てておこなった活動の実例を記述している。

　本書の残りの部分では、その他の課題に対して国際労働運動が採ってきた立場を紹介している。その中には、ICFTUやTUACから提案されている積極的な政策が記述されている一方、労働組合に対する戦略的な質問も含まれている。つまるところ、以上の２点に要約することができる。何がなされるにしろ、適切な機関によりなされるべきであるということと、労働組合が取り組むことが妥当な課題を明確にすべきだということである。これらの２点は、公共部門労組に下記のような課題をなげかけることになる。

· 組合員の教育

· 加盟組織は多国籍企業についてさらに学び、学んだ教訓を他の加盟組織と共有すべきである

· 労働組合は、進歩的なNGOとの連携を深めるべきである

· 労働組合は、受容できる政策が国際機関において採用されるよう政府にロビー活動をおこなうべきである

· PSI加盟組織は、公共部門に影響を与える課題について、ICFTUやTUACからの情報をもっと提供するよう自国の労働組合ナショナルセンターに圧力をかけることが必要である

· 途上国と先進国の労働組合勘の緊密な連携が必要である

· 世界銀行、OECD、とりわけWTOに関する取り組みに際しては、特定の課題に取り組む労働組合の専門家を配置することが必要である

· 労働組合は、WTOおよびOECDの活動に疑問を呈するよう国会議員に強く要請すべきである

· 自国の代表として前記国際機関の役員となっている者を特定し、ロビー活動や支援がおこなえるようにすべきである。

　巻末のリストには、グローバル化に関する活動において連携できる、あるいは労働組合活動の支援となる情報等を提供してくれるNGO、労働組合およびその他の組織が記載されている。

　加盟組織は、次版以降に組み入れることができるよう、2000年５月末までに本書に記載されている機関に対する取り組みの概要や分析を送付することを要請する。

はじめに

グローバル化に関する問題と諸国際機関

本書は、グローバル化に特徴的な問題、グローバル化を促進している組織およびグローバル化が労働組合に与える影響を公共部門組合の役員と活動家に紹介するために書かれたものである。この三つのテーマ（それらのテーマに関してPSIは文書ならびにPSIウェブサイトwww.world-PSI.orgで頻繁に資料を発行している）は、どれも本来はひとつひとつ十分に掘り下げなければならない問題であり、特に国際金融機関についての説明が必要である。したがって、三つのテーマのいずれかについてより広く文献にあたりたい人、あるいはこうした問題と取り組んでいる他の団体と接触したい人のために、資料リストと主要な国際組織のWebサイトを本書の末尾に挙げておいた。また、末尾の略語一覧は、文中に繁出する国際組織を表すアルファベットや関連用語の理解に役立つだろう。

定期的な情報更新

しかしながら、これらのテーマに関して問題なのは、WTO（世界貿易機関）や世界銀行が会議を開催するたび、あるいは金融危機が発生したり国際労働運動が新たなキャンペーンを開始するたびに、国際的な課題が絶えず変化することである。したがってPSI執行委員会は、この出版物を文書でもPSIのWebサイトでも定期的に改訂して、最新の状況を反映する『生きた』資料にすべきであることで意見の一致をみた。この改訂版は、1999年12月に米国のシアトルで開催され、失敗に終わったWTO閣僚会議の結果を踏まえた上で、2000年７月に作成された。また、それはちょうどワシントン合意（本文書で後に論じられる ）でジョセフ（ジョー）・スティグリッツ主任エコノミストが一連の批判を行った後に起きた『辞任』劇を見ることになった世界銀行における政策討論の真っ最中の時期でもあり、またIMF（国際通貨基金）のミシェル・カムドシュ専務理事が退任し、ホルスト・ケラーが就任した時でもあった。スティグリッツの解任については、ブレンダン・マーティンに執筆を委託している「新しい葉か、それとも隠蔽か？新ワシントン合意の課題」（訳注：原文はNew leaf or fig leaf?で、韻をふんでいるうえ、“fig leaf”はイチジクの葉のことだが、彫刻の男子像の局部をおおうのがイチジクの葉型彫刻であることから、“隠蔽（変わったフリ）”とかの揶揄を含む、洒落たタイトルである。）という、英国を本拠とする報告書作成のためのブレトンウッズ・プロジェクトから、PSIには十分に早く知らされていた。

要するにグローバル化とは

グローバルな戦略

最も単純化してしまうと、グローバル化とは、家内工業として始まった会社が、歴史を経て、組織や方向性において村・町のレベル、さらにより大きな州や地域のレベルへと自然に発展してきたということを意味しているにすぎない。こうして発展した会社が、企業戦略に関して、グローバルなレベル、グローバルな思考へと発展してきたことは当然のことであって、それ自体が本来的に｢善｣である、あるいは「悪」であるということを意味するものではない。

グローバル化に伴う問題は、それが単に自然の発展ではないという点である。ビジネス編成の初期の形態と同じように、グローバル化はある企業を利することになり、それ以外の企業を敗者としてしまう。国家間およびその他の社会集団間の権力関係が不平等であるということは、こうした権力関係の性質によって、グローバル化の善悪の判断が変わってくることを意味している。平等を価値のある政治的目的としている国際環境のなかで活動する進歩的な政府(そしてその国民)ならば、自由で公正な貿易を人間の建設的な所産とみなすであろう。

グローバル化　供給者と購買者にとって世界全体が市場である

グローバル化は、企業（この場合は多国籍企業ということになる）が世界全体を市場と考え、その企業にとっての供給者および購買者として世界全体を物色することを潜在的に可能にする。例えば、Ｙ国でなく、Ｘ国を利用すれば、賃金、原材料コスト、労働に関する法律といった点で、より高い競争力というメリットが得られるかどうかといったことを多国籍企業は考慮するようになる。特に、そうしたメリットを与えてくれる国の市場に参入できない他の多国籍企業に打ち勝つことが可能な場合には、なおさらである。多国籍企業の活動が国内企業と異なる点は、多国籍企業は多くの国において支払う賃金レベルを選ぶことができ、受け入れ国の多くを説得して税率を多国籍企業が望む水準にすることができ、原材料の価格を多国籍企業が支払う用意のあるレベルに設定することができるということである。グローバル化を特徴づけるものは、最強の企業、つまり多国籍企業が、地球全体を自らの活動領域とみなしているという事実である。多国籍企業は、多くの政府に対して、その政府が拒めないような申し出をしたり、後述するようなやり方でロビー活動を展開することにより、国内および国際政治・政策をその目的に合致するように形成することができる。他の企業（多国籍企業でない場合もある）は、国内で多国籍企業と競争しようと思う場合、あるいは競争することを余儀なくされた場合には、望むと望まないとにかかわらず、国際市場で活動しているかのごとく振舞わねばならないのである。

世界中の最大の「経済力」は、国家ではなく、多国籍企業である

上記の事実に加えて、世界最大の多国籍企業の経済規模は、多くの国の経済全体よりも大きいという事実がある。世界の経済活動の４分の１以上が、現在では200の企業によって支配されている。1997年には、それらの企業の年間収入総額は7.1兆ドル（人類の５分の４に相当する最下層の人々の所得合計の約２倍）にのぼった。世界中の上位100位の「経済力」のうち、51は多国籍企業であって国家ではない。国民に雇用を与えるために投資と雇用を誘導しようとする政府が、多国籍企業の国内誘致に同意した場合には、多国籍企業に説得されて、労働基準や税金を引き下げ、多国籍企業に対して道路、港、権力を提供するようになるということは簡単に理解できる。世界の貿易と生産の多くの部分がこのような強力な勢力にこれほどまでに影響されてしまっている現状を考えれば、｢自由で公正な貿易｣という表現から、｢公正な｣という言葉が抜け落ちてしまっていることを理解するのは困難なことではない。公正さと市場支配とが両立することはまずない。

多国籍企業は各国政府と国際機関に影響を及ぼす

多国籍企業は、各国政府に影響を及ぼすだけではない。本書で論じられている国際機関の多くとも緊密な関係を持っている。この関係は単にプロジェクトの関係に過ぎないこともある。つまり、世界銀行のダムあるいは発電所建設プロジェクトを受注して、「取引」するのである。しかし、多国籍企業は、それよりももっと有害なやり方で、たとえば民営化に対する世界銀行やIMFの政策や姿勢の決定にかかわることはしばしばである。WTO（世界貿易機関）では、多国籍企業はWTOの規定や基準の制定に関わり、貿易紛争を処理する委員会のメンバーとなることが多い。こうしたことになるのは、多くの場合、WTOの会合に出席する政府代表団の大半が企業人だからである。

グローバル化は、公共部門の課題としてなくてもならない

多国籍企業のグローバル化を促進するやり方や、彼らが及ぼす影響は民間部門に限られたことではないということを、私たちは最初からはっきりと理解しておく必要がある。日々グローバル化は進んでおり、多国籍企業は公共部門の活動とみなされてきた領域に進出してきている。グローバル化を課題としなくてもいいと断言できる公共部門労働者は、まずいない。

グローバル化の背後の推進力である多国籍企業は別として、グローバル化の主たる問題は、グローバル化の背後にある強迫的な考え方、すなわち拘束のない自由市場資本主義に関連している。グローバル化が奉じるイデオロギーは、市場を規則から解放するばするほど、そして経済を自由貿易と自由競争に開放すればするほど、経済はより効率的なって繁栄するというものである。グローバル化とは、程度の差はあるが、自由市場資本主義が世界中のほぼすべての国に広まることを意味する。

グローバル化の規則：経済の開放、規制緩和と民営化

グローバル化は独自の経済ルールを持っており、それは経済の開放、規制緩和、民営化を軸にして回る。幾多の人々がこの新しいシステムによって残忍な仕打ちを受け、置いてきぼりになってきた。グローバル化を18世紀の追いはぎ資本主義の化身と称する人々がいるのは、そのような理由からである。

グローバル化の拡散を加速化してきたいくつかの要素がある。

共産主義の崩壊が追い風

共産主義が崩壊した時に多くの人々が喝采した。問題なのは、崩壊した時に代替するイデオロギーとして資本主義しか残らなかったことである。一部の人々は、共産主義が失敗したのだから、もう一つの方向にとことん進まなければならない。ある種の極端な「自由市場」システムがわれわれにとって唯一可能な選択であると信じた。

急激な技術革新

今日のグローバル化の時代は、マイクロチップスや衛星、光ファイバー、インターネットなどによって低下してきた通信コストを軸にして築かれている。これらの新技術によって、世界をさらにしっかりとまとめあげることができる。とりわけ企業は、これらの技術によって一個所で操業するのではなく、部分ごとに世界各地に分散できるようになった。

資本の移動性の増大

これらのすべての結果として、地域社会への影響はもはや企業の意思決定の中で以前ほど考慮されなくなった。資本はボタンを押すだけで次から次へと場所を移転できる。工場が閉鎖され、その結果として失業することになっても、お気の毒さまという程度である。

増大する富の集中化

相対的に少数の人々や企業が、グローバル化によって非常に金持ちになった。1999年には、世界に475人のビリオネヤー（訳注：辞書では“億万長者”と訳されているが、数億円の単位ではなく、数億米ドルの財産を持つ人々のことなので、性格には“100億長者”とでも言うべきか）がいた。彼らの財産を合わせると1.7兆ドルで、世界人口のうちの貧しい方の半分の所得合計をはるかに上回る額であった。これらの金持ちは、明らかに新しいシステムとの関わりが大きく、出来る限りこのシステムを促進するだろう。所得と富の分布がいかに歪んできたかを示すショッキングな統計値がある。1960年には、米国の最大企業のCEO（最高経営責任者）たちは平均的な工場労働者の41倍の収入があったが、1989年までには85倍にまで拡大した。1999年までにさらに拡大を続け、その年にはCEOは平均的工場労働者の収入の419倍を稼ぐようになった。

増大する国際通貨投機家のパワー

国際規模の金融会社は、技術を利用して世界中の巨額の金を瞬時に動かす。１日当たり約1.5兆米ドルを毎日である。これらの取り引きの多くは、世界経済を円滑にするためにおこなわれるのだが、80％以上、おそらく90％は投機目的のために行われていると推測されている。
通貨の移動は、新聞の見出しに基づいて決定される場合が多いが、投機家の決定によって影響を受ける国々や人々のためではなく、彼ら自身の利益をどう左右するかについての彼らの勘に基づいている。利潤が彼らのすべてである。突然の現金や資源の撤収によって雇用が失われ、地域が荒廃することになったとしても斟酌しない。彼らの行動は、当事国の経済的現実と、ほとんど関係がない。

政府プログラムの民営化や、公共部門の縮小、赤字をなくして予算上だけの黒字にするなど、通貨投機によって生じた混乱から抜け出すために、その後に各国がおこなわなければならなかったことについては、投機家たちは大きな影響を及ぼしてきた。

貿易協定

グローバル化のもう一つの要素は、いわゆる「自由貿易」議論である。自由貿易協定は、政府が規則を設ける能力を制限する。また結果として、会社のリストラや工場閉鎖、高賃金の職種をはるかに低賃金である海外に移転することなどによって大量の失業が生じる。そして必死に職を求める労働者は、しばしば抑圧的な条件で働くことになる。

労働組合が事態を変えられるか？

労働組合が事態を変える

労働組合や市民社会のその他の組織が、阻止不可能に見えるこれらの潮流をわずかでも変えることについて、かなり悲観的になってしまっていることに留意することは、非常に重要なことである。もちろん、私たちにはその力がある。潮流を変えなければならない。もし、そう信じることができない人がいれば、1998年末まで３年余続いたOECDにおけるMAI（多国間投資協定）案に関する交渉を振り返ってみて欲しい。その詳細については後ほど触れるが、1997年後半になるまで、それを阻止できると考えた者は誰ひとりとしていなかったことをとりあえずは思い出して欲しい。MAIは、もし成立していたら、多国籍企業に自分たちに有利な条件で世界全体を独占させ、政府とくに議論の輪に加えられもしなかった地方政府に対して、社会的・経済的生活のすべての側面について、あれこれ指図していたであろう。私たちがMAIを葬り去ったのだ。そのとおり、私たちが葬り去った。労働組合、女性グループ、開発グループ、環境保護グループおよび地域組織が一丸となって、通産大臣に対して、もううんざりだとはっきり言うべきだと決断したからである。私たちには、事態を変えた実績が過去に一つある。そして、もしMAIやそれに類似した提案が別の場で持ち出されるようなことがあれば、私たちはもう一度それをくつがえす力を持っている。私たちがその力を発揮しなければ、私たちの子どもたちは私たちを許しはしないだろう。

労働組合は世界を形作るべきであり、それを止めようとしてはならない

ところで、本書の末尾まで読み進んだ時に、本書のタイトルが解答なのだと考えたなら、それは明らかに我々のメッセージを伝え損なったことになる。労働組合は世界を形作るべきであって、止めようとしてはならない。

主力選手は誰で、お互いに連携しているのはなぜか？

国際組織か政府間組織がルールを決める

グローバル化を議論する際には、主としてIMF、世界銀行、OECD、WTOなど、グローバル経済のルールを決めるいくつかの国際組織や政府間組織と、ICFTUおよびPSIを初めとするITS（国際産業別書記局）などの労働組合組織について検討することが必要である。以下には主要な国際組織の活動と課題について記述し、さらにそれぞれの組織が労働組合に対してどのような影響を持っているかについて触れる。労働組合組織の場合は、グローバル化にうまく対応するために必要なNGOとの連携について論じることも必要である。そして最後に、こうした問題について労働組合が国際的にどんな立場をとっているか、また労働組合、とりわけ公共部門労組が、こうした対応について効果をあげるために取り組むべき活動概略についても触れなければならない。（本書で論じられていないのは、ILOやその他の国連機関である。その理由は、そうした機関が重要でないからではなく、グローバル化の主力選手ではないからである。このこと自体が、世界銀行やIMFなどの課題に対する社会的な関心と、それらの組織の姿勢とが一致していないということを雄弁に物語っている。）

あらゆる国際労働組合組織の略称が入り混じった「アルファベット・スープ」を紛らわしいと思う人々に全組織を説明するため、PSIは「国際労働組合コミュニティ」と題する文書をPSIの全公用語で出版している。同文書は、PSI書記局から入手することができる。

国家の政府は主要な当事者である

しかしながら、こうしたルールを決定する組織の主な当事者は国家の政府であることは、事実関係として記憶にとどめておかなければならない。労働組合の関心事が、政府間組織の議題となるかどうかは、労働組合や市民社会のその他の組織からの圧力に積極的に対応しなければならないと政府が確信しているかどうかにかかっている。労働組合の観点からいえば、政府に確信させるのは、ほとんどの国において労働組合ナショナルセンターの責務である。以下の論点の多くが、公共部門の労働組合員の利益に直接的に関係があるので、公共部門労働組合にとっては大きな関心事であるはずである。にもかかわらず、残念ながら多くのナショナルセンターは政府に対するロビー活動をおこなっていないし、公共部門にとって関心のある問題について、ICFTUやOECD－TUACの情報を公共部門の加盟組合に提供していない。このよう場合には、民営化、公共調達、規制緩和など、以下の論点について、公共部門労働組合は加盟組合員の利益を守るために行動しなければならない。

IMF（国際通貨基金）
IMFの権限：国際レベルにおいて金融、通貨、財政上の安定を維持すること

国際通貨基金は、世界銀行グループと共にブレトンウッズ機関のひとつである（両組織の構想が、1945年に米国のブレトンウッズで開かれた会合で生まれたので、そう呼ばれている）。最も単純化すれば、IMFは各国の中央銀行に対する国際中央銀行である。その権限は国際レベルにおいて金融、通貨、財政上の安定を維持することである。IMFの二つの資源は、知識と資金であるとされている。知識とは、危機をどう管理するか、とりわけその国の通貨、収支バランス、会計バランス、マクロ経済的要素を管理する組織としての能力の弱体化に繋がる構造的欠陥について、政府に助言を与えるためのものである。

知識と資金の権力

実際は、IMFの資源は知識と資金によって得られる権力である。経済的に苦しい国は、危機を克服するためにIMFの資金が必要である。通常、IMFの「知識」は、比較的硬直した「誰にでも合うフリーサイズ」的な安定化政策パッケージという形で与えられる。政策パッケージの基盤は、「ワシントン合意」と呼ばれる一連の政策で、いずれもワシントンを本拠地とするIMF、世界銀行、米国財務省が推進するネオリベラル政策であるが、これらは次第に信用を失いつつある。

ワシントン合意

「ワシントン合意」という概念は、1989年、当事は国際経済研究所員、現在は世界銀行の主任エコノミストであるジョン・ウィリアムソンによって作られた。ウィリアムソンは、下記10の政策手段を定義しており、それらは “政策改革の第一段階”に必要な要素として、米国および国際金融機関が見ているものである。

1． 財政上の規律：赤字財政を制限するための厳密な基準

2． 公共支出の優先順位付け：補助金を支出するのではなく、初等の医療や教育、インフラなど、高い経済的利益や所得配分の改善が無視されてきた分野の管理

3． 税制改革：税基盤の拡大と累進課税率の縮減

4． 金融の自由化：利率は原則として市場により決定されるべき

5． 為替レート：伝統的でない輸出の急成長を誘発するような管理

6． 貿易の自由化：輸入割当ではなく関税、10年以内に関税率を10％程度まで引き下げ

7． 国外からの直接投資：障壁がなく、国内企業と“平等”

8． 民営化：国営企業は民営化すべき

9． 規制緩和：“新たな企業の参入の障害となる、あるいは競争を制限するような規制”は廃止。安全、環境保護、金融機関の慎重な監督などの基準を規制の存続基準とする

10．所有権：過度のコストをかけずに権利を保護、インフォーマルセクターにも摘要

IMF融資条件

国の経済と労働市場の構造を完全に変更してしまうことになるので、通常はSAP（構造調整プログラム）と呼ばれるパッケージに組み込まれている。政府には、選択の余地はほとんどない。金が欲しければ、SAPを実施せよ。さもなければ、お金は鐚一文たりとも出せない。これが“IMF融資条件”と呼ばれるものである。

構造調整：正当なものも少なくないが、労働者にはたいてい悪影響をあたえる

構造調整の中には、まったく正当なものもある。支出が国全体の収入を大幅に超過している国、浪費的あるいは腐敗的な国、国民に人気はあるが破滅的な政策を採っている国、（自国で生産せきない物品は）輸入品で代替するという“善意”の政策を採っている国などが実際に存在する。こうした国々は、国の経済を維持するためにはリストラを実施しなければならない。問題なのは、SAPは最も力のない、政治から除外されている人々に悪影響を与え、腐敗した富裕層が経済を搾取し続けることを許容するのが普通であるという点である。IMFの顧客には、日常的に邪悪な方法で労働組合権やその他の人権を抑圧してきた、20世紀において最も悪名高い独裁者たちが何人か含まれている。民主的な国家に適用された場合でも、政府や国民が自分たちのプログラムとして運用することができないやり方で、SAPが押しつけられ、政府や国民に権限が委ねられない。(SAPに対する一般大衆の反対をより効果的に抑えることができるよう)民主主義を支持したり、推進したりすることをIMFが完全に拒否したことを考えれば、IMFの意思決定機関を牛耳っている、あれほど多くの民主的な先進国が、なぜIMFの政策を推進し続けているのかを問う必要がある。

1997年半ばに東アジアで始まった世界的金融危機の際に明らかになったように、構造的問題はないが、民主主義が十分に確立しておらず、政府と大企業との間に腐敗した身内主義に基づく関係が存在する国に対して、SAPが不適切に適用されることがある。

構造調整プログラムは、先進各国にとっても問題である

SAPは、貿易相手国を貧困化させる可能性があるので、先進各国にとっても問題である。また、多国籍企業が活動の一部を驚くほど低賃金で労働条件が劣悪な国々に移すことが可能になるので、先進各国の賃金と労働条件を悪化させる可能性がある。多国籍企業は、すぐにまた別の国へ移ってしまい、労働者の搾取はさらに進む。どん底への競争である。

最も傲慢な国際機関

概してIMFは国際機関の中で最も傲慢な組織であったことを、国際的労働運動は経験から学んできた。IMFが間違いを認めることは稀である。代替政策案に耳を貸そうとはしない。IMFを批判する者を時代遅れの恐竜だと言って相手にしない。IMFが組合を巻き込んだケースが例外的にあり、「アジア危機」の際にも短期間そうした現象がみられた。しかし、これは（例えばインドネシアのように）IMFの政策が暴力的な革命に繋がる危険性があることを知っており、そうした苦痛をともなう「解決」の一端を組合に担わせようという魂胆があったからである。

世界中の労働組合がIMFを中心として結集しよう

IMFは、現在と演じるべき役割は異なるが、世界中の労働組合が結集する核とならなくてはならない。発展途上国の組合は、自国の政府とブレトンウッズ機関を説得して、IMFと世界銀行が自分たちとの交渉に応じさせるために、PSIと北側先進国のPSI加盟組合の支援を得る必要があるかもしれない。先進国の組合は、自国の政府（より望ましいのは、各組織の理事となる自国代表）に対して、より進歩的な政策を採択するようにロビー活動をする必要がある。後述の「一大変化？」に関する議論の中で、ごく最近のIMFと世界銀行の変化について、いくつかのコメントがなされている。そこでは、IMFに対するさらなるコメントが求められている。

世界銀行

世界銀行の役割：開発機関

ほとんどの人が世界銀行だと思っているのは、実は世界銀行グループの一組織である国際復興開発銀行（IBRD）のことである。政府や民間企業を支援するため、世界銀行グループには、いくつかの開発組織があるが、それらの組織は関連する融資規則を持っている。本書では、国際復興開発銀行を｢世界銀行｣と呼ぶ。世界銀行グループの他の組織については、本書では記述しないが、民間企業や特定の状況におかれている国に対する融資機関として重要であるので、本書末尾の付録に略称を挙げている。また、後述するが、世界銀行情報センターが発行したツールキットの中でも言及されている。

世界銀行の役割は、開発機関である。世界銀行は、（ダム建設のような単発プログラムから、何年にもわたり政府のインフラ整備の様々な側面にかかわる複合的プロジェクト計画にいたるまでの）政府の各種プロジェクトに対して、市場金利よりも低い｢特別割引｣金利で融資を行う｢友好的な｣銀行である。（訳注：わが国の黒部ダムや東名高速道路は、世界銀行からの融資で建設された。）

長期的な関係は、国家支援戦略から始まる

またもや融資条件が問題／IMF融資条件

世界銀行が融資しているプロジェクトの多くが、環境的に不健全であったり、ダム建設やパイプラインの設置で移住させられることもある農村地区の人々や先住民に悪い影響を与えるという理由で、世界銀行が批判されることが少なくない。そして、それよりさらに深刻な懸念は、政府が国家支援戦略（CAS）に同意しない限り、世界銀行はその政府と長期的な関係を結ばないという点である。国家支援戦略とは、世界銀行の資金が浪費されないことを保証するため、特定の活動・政策を実施することを政府に確約させるものである。これも、理論的には、どの融資機関であっても行うであろう実用的な措置である。問題は、しばしばCASを強制的に政府に押し付けるとともに、前述のIMF融資条件を満たしていることを条件の一つとしているという点である。したがって、IMFも世界銀行もSAPを実施していることになるのである。

したがって、労働組合権、民主主義、所有権など、IMFについて記述した多くの批判は世界銀行に対してもあてはまるのである。あるプロジェクトやプログラムに対する反対をIMFに向けるべきなのか、世界銀行に向けるべきなのかについて迷う人たちがたくさんいるのは、両機関に重複があるからである。発展途上国および先進国（とその労働組合）の双方にとっても、両機関の意味はほとんど同じである。

世界銀行の政策に関する各国の立場を調査する

世界銀行が各国に適用する政策は、世界銀行のメンバー、つまり各国政府の同意によって決定されるということを労働組合が認識することは重要である。各国の政府は、それぞれが持っている投票権に応じて、そうした決定に影響を与えることができるのである。したがって、世界銀行は各国の政府とまったく別のものではないのである。労働組合は、個々の国々、特に自国、あるいは富裕で力のある国々の政府が、世界銀行の政策に対してどのような立場をとっているかを知る必要がある。世界銀行もIMFも、それぞれの理事会への各国代表リストをウェブサイトに掲載している（アドレスは下記参照）。

一大変化？批判に耳を傾ける最近の積極的な気持ちはあるものの

一大変化？世界銀行とIMFとでは、一つ大きな違いがある。世界銀行は、過去20年間に各国政府に提供してきた巨額の貸付が、非常に多くの国で巨大な負債の発生の原因となっているので、IMFよりも厳しい批判を受けている。これは、他人を麻薬中毒にしておいて、その中毒状態に付け入ってさらに麻薬を売ると非難される麻薬の売人に似ている。世界銀行を廃止せよという要求が1980年代末から1990年代初頭にかけて強くなった。最近IMFを退任したミシェル・カムドシュとは異なり、最近就任した二人の世界銀行総裁は（現職のジム・ウォルフェンソンを含む）、批判に耳を傾け、批判を受け入れていこうという姿勢を示している。

どのぐらい現実的なのか？

　ここでは、前述したジョー・スティグリッツのことを思い出すべきである。世界銀行の主任エコノミストとして、スティグリッツは世界銀行の経済政策を決定する際に最も大きな発言力を持っていた。アジアで始まった金融危機の後、あるいは危機の最中でも、スティグリッツはIMFによって推進されていた政策によるリアクション、およびIMFの政策ほどではなかったにしても世界銀行の政策を公然と批判していた。彼は、既製のSAPではなく、何か他のプログラムが必要であった国々に対して、伝統的な分析を不適切に当てはめたと批判していた。また、社会的な関心、とりわけ労働者の正当な関心が十分に留意されなかったとも批判した。

　彼は、既に新たな政策を採用していることを仄めかしながら、この論評を世界銀行とIMFの過去の政策に対する総合的な攻撃へと拡大した。PSIは、英国を本拠とするブレトンウッズ・プロジェクトにより、ブレンダン・マーティンに「新しい葉か、それとも隠蔽か？新ワシントン合意の課題」という報告書の執筆を依頼しているが、同報告書は1999年から2000年初頭にかけてのスティグリッツの発言を追っている。スティグリッツは、世界銀行の過去の過ちを正しく認識している一方で、より人道性が必要であり、開発に必要なプログラムを当該国の政府と市民社会に帰することが必要であるにもかかわらず、ワシントン合意は未だに有効であると発言している状況であると、同報告書は指摘している。後述するように、世界銀行のラビ・カンバールの運命は、変化はスティグリッツとともに外に出て行ってしまったことを示しているのかもしれない。

世界銀行のプロジェクトのためのSAPRIの役割：失敗を調整すること

特にウォルフェンソンは、（PSIなどの労働組合を含む）いくつかのNGOからの構造調整参加型評価構想（SAPＲI）を打ち出せという要求を受け入れた。この構想は、世界銀行とそのパートナーとして選抜された政府が、貧困者、権力のない人々、社会から排除された人々に対する世界銀行プログラムの影響を調査し、世界銀行のプログラムを変更すべきかどうかを判断しようというものである。ウォルフェンソンが、世界銀行のトップとして、この構想を実行に移し、総合的な貧困の減少を実現することを確約したことがきっかけとなって、世界銀行の他の部署から（といっても、より頑迷な抵抗を示す部署からではないが）変革の構想が次々と生まれている。　

包括的開発の枠組み：神の行為

　1999年、ジェームズ・ウォルフェンソンは、貧困を縮減し、開発援助における国の所有権とドナーの調整を改善することを目的とした新たなアプローチを公表した。同アプローチは、４つの原則に基づいている。政策課題の国の所有、全投資者とのパートナーシップ、国内協議を基礎とする長期的かつ全体観的アプローチ、マクロ経済的および財政的課題と同等の社会的・構造的関心への留意である。

　この新たな包括的開発の枠組み（CDF）の最大の特徴は明白であり、兎にも角にも世界銀行の活動の中核となりつつある。本当に新たな特徴とは、すべてのドナー組織と出資者を開発戦略に参加させる取り組みを強調していること、および将来的には政府とだけではなく、国と協議をするという見解である。全ての投資者や市民社会を参加させたくないという政府が未だ存在するのに、世界銀行は政府をどれほど無理強いするつもりなのだろうか。

　CDFの初期段階に含まれている各国および各プログラムの情報は、世界銀行のウエッブサイトから入手することができる。

「世界開発レポート」について世界銀行は労働組合と協議する

近年、世界銀行は、同行の出版物の中で最も重要な「世界開発レポート」（WDR）の作成にあたって、労働組合の意見を聞く姿勢を見せている。「世界開発レポート」は、毎年テーマが異なっており、PSIはITSやICFTUとともに「労働の世界（1995年）」と「変化する世界における国家（1997年）」の原稿について意見を求められた。恐らくは、後者のレポート作成の協議において、PSIが圧倒的な力を発揮したことが、貧困の削減に関する2000年レポート作成について、電子メディアを利用した協議へのPSIの参加を求めることにつながったのであろう。（もっとも、PSIの努力で最終的には他の労働組合も参加することになった。）世界銀行は、後者のケースではPSIの見解を採りあげることに積極的であり、報告書概要の改訂においてはPSIの提案した文言を使用した。

　しかしながら、2000年６月中旬にすべてが変わった。2000年版の世界開発レポート編集チームの編集長であるラビ･カンバールは、“成長が全てである”という伝統的フレーズを世界開発レポートの全章に反映するよう彼に書き直させようという企ては受け入れがたいとして突然辞任した。カンバールと他の編集者は、成長は貧困の削減には不可欠であるが、一方、貧困者は貧困であり続けるような独裁政権や非常に不平等な社会においても成長は可能であるから、成長だけでは不十分であるという検証を世界開発レポートに組み入れようとしてきた。彼は、民主主義、市民社会の団体、結社の自由などの役割を検証したかったのである。世界銀行内の保守派が異論を唱え、カンバールは去った。

　したがって、スティグリッツとカンバールを見れば、世界銀行の変化が本当かどうかについて疑問を呈する理由は十分である。

マクロ経済的調整・貧困政策におけるIMFと世界銀行の一大変化

貧困がIMFの中心に？しかし、1999年に開かれたIMFと世界銀行の年次会議中に、両機関の政策決定機関である暫定委員会と開発委員会は、『マクロ経済的調整・貧困政策』における一大変化と称するものを発表した。この形式的な変化は大したものではない。「構造調整強化措置（ESAF）」の名称が「貧困削減・成長措置（PRGF）に変更になり、各国とIMFが合意した構造調整政策に関する主要文書「政策枠組み文書（PFP）」は「貧困削減戦略文書（PRSP）」となるだけである。

貧困問題と人道的・社会的開発

しかしながら、明らかな現実的変化は非公式発言の中に現れた。貧困削減政策を効果的にするためには、貧困に対する関心と人道的・社会的な開発をIMFのマクロ経済政策立案の中心に据える必要があることをIMFは初めて言明したのである。

補償と社会的セーフティーネットは十分ではない

今ではIMFのスタッフは、危機後の補償と社会的セーフティーネット・プログラムだけでは十分ではないことを認めている。NGOは、従来のESAFと危機管理政策に欠陥があったことを暗に認めたことに等しいと主張している。IMF・世界銀行年次会議におけるスピーチの中で、ジェームズ・ウォルフェンソン世界銀行総裁は、南における貧困削減のためのあらゆる努力にも関わらず、過去数年間にわたって貧困はさらに増大してきたと述べた。現在、IMFと世界銀行の両者が、主要な政策決定分野において根本的な変革を行う用意があると述べている。

「我々はわからない」

これらの会合に出席するためにワシントンにいた南北のNGOが、調整政策における一大変化に関するこれらの主張をIMFのスタッフと議論し、どのようにそれを実行するつもりなのかを尋ねた。その問いに対する答えは「わからない」であった。彼らは、NGOなどの助けが必要であることさえも認めた。NGOが思い出せる限りにおいては、IMFのスタッフがあらゆる質問に対して答えを持っているわけではないことを白状したのは、これが初めてのことである。これは、いつもの傲慢な態度からの脱皮であり、明るい兆候である。

政策の真の所有権

政策変更の２番目の要素は、貧困削減とマクロ経済政策との統合は、それらの政策の策定と実施の真の所有権が伴って初めて可能になるということである。この点に関しては、1998年に行われたESAFの第三者見直しにおいて、IMFとその顧客である政府は国内開発会議を共催して、国内開発の優先順位と選択肢について議論すべきであるなどの有用な勧告が出された。これには、広範囲の政府省庁および関連する社会・政治団体との幅広い協議を伴うことが予想される。IMFのスタッフは、助言者としての専門家の役割を果たすことになる。これは、過去20年間にわたってIMFが保ってきた『監視者』的役割とは対照的なものになるだろう。

IMFは、これまでのところこれらの勧告を実施することを躊躇している。しかし、年次会議において、IMFのスタッフと専務理事の数名は、プログラムの真の所有権が基盤になってこそ初めて貧困に対する新しいアプローチが可能になることを強調した。理事全員が、賛同しているわけではなく、政府や彼らの選挙区に対して、IMFのプログラムをもっと適切に「説明する」ことであらゆる問題が解決すると未だに考えている者もいる。

後者の見解は、2000年春の世界銀行とIMFの会合で、世論の組織化と活性化に関する彼らの能力を利用しようとした際に、いくばくかの異議が唱えられた。抗議者たちは、ワシントンのダウンタウンの大部分を封鎖し、両機関の実際上の変化はほとんど見ることができないと主張した。このような抗議は、以前の会合では見ることができなかった。

労働組合とNGOは警戒する必要があるかどうか？

そういうわけで、ワシントンでは何か新しいことが起こっているのだろうか？その答えは、おそらく“イエス”であり“ノー”だろう。多くのNGOは、IMFと世界銀行のスタッフが最貧国の貧困を軽減したいと純粋に望んでいることを信じてはいるが、彼らはいざとなった時、ブレトンウッズ機関が指示する立場にあった時に心に描いていたものとは全く異なる開発ルートに貧しい国々が踏み出すのを見る覚悟があるのだろうか？労働組合とNGOは、これらの変化が必然的に引き起こすであろう事象について警戒する必要がある。

公共部門労組は、政府が民営化について世界銀行から聞いているメッセージが異なるものかどうかをチェックすることができる。世界銀行は、外国の多国籍企業への売却を提案する代わりに、今では自国の国営企業の改善を援助する用意があるのだろうか？それが、一つのテストである。

世界銀行は、PSIからのインプットを求める

世界銀行におけるPSIの活動

記述した問題とは別に､世界銀行は民営化、あるいはその他の開発や国家の役割などの課題が社会に与える影響についてPSIの意見を求めてきた。国営企業の民営化作業を管轄する世界銀行の民間部門開発局が、こうした問題に関する労働側の役割についてスタッフ用の世界銀行教育プログラムに、PSIが関わって欲しいと要請してきた。これにより世界銀行の多くのスタッフが労働組合の役割と活動についての知識をより深めることになるが、全くリスクが伴わないというものではない。というのは、もし公共部門改革のすべての側面において労働組合がどう関与すべきかということに関するPSIの見解が誤って伝えられれば、PSIが妥協したとも受け取られかねない危険があるからだ。目下のところ、そんな事態は起こっていないが、このリスクは犯す価値のあるものであった。何故ならば、より開かれた世界銀行の指導者たちの心が与えた可能性の窓から、労働組合の意見に耳を傾けさせるチャンスが生まれ、より大きな圧力を政府に加えることにより、労働組合を含む市民社会に耳を傾けさせる機会が生じたからである。

中核的労働基準の遵守

PSIは、ICFTU－ITSと世界銀行の他の会議においても積極的に活動している。世界銀行がILOとより緊密に連携することの必要性を促進し、政府に圧力を加えて、中核的労働基準を遵守させるためである。この分野における世界銀行の活動は、現在のところ流動的である。世界銀行は、民主主義や国際的労働基準を明確に促進する活動を伝統的に否定してきた。公式には、世界銀行は今でもILOが1998年に採択した「労働に関する基本的原則及び権利に関するILO宣言並びにそのフォローアップ」の対象となっているすべてのILO中核的条約との関連で活動することはない。しかし、世論の圧力に押されて、児童労働、強制労働、奴隷労働を禁止する条約の遵守については促進することに同意した。結社の自由、団体交渉、差別禁止の条約に関しては、世界銀行をもう一歩前進させることは困難な状況である。

労働組合専門家が必要

多くの問題に関してこうした世界銀行との協議が増えてくると、小人数のPSI書記局だけで対応することは、単純に仕事量という点、および特定の問題について世界銀行のスタッフの技術と知識に見合う技術と知識を持つ専門家をみつけなければならないという点において、だんだん不可能になってくる。PSIは、特定の専門技術・知識を持つグループやネットワークを拡充する必要がある。

世界銀行の課題に関するPSIの教育プログラム

組合員の教育

発展途上国の加盟組合が、世界銀行の問題に対応する際に役立つようなPSIの教育活動が次第に増えている。これらの加盟組合はこれまで長い間、自国の世界銀行プロジェクトに関して自分たちも協議に加えられるべきであると要求してきた。世界銀行が、労働組合を参加させるべきだという提案を政府に対してじわじわと行うようになってきたので、PSI加盟組合はCAS（国家支援戦略）と個別のプロジェクトの内容について交渉するために必要な知識と技術を開発するための支援を必要としている。PSIは、加盟組合への支援の一つとして、『世界銀行　公共部門労働者組合に対するPSIガイド（英語、フランス語、スペイン語版）』を発行した。このガイドは、世界銀行の構造、機能、プロセスを説明するもので、労働組合（あるいはその他の市民社会の組織）がCASやプロジェクトに関する世界銀行および政府の文書・情報を入手する方法と時点を特に詳しく記述している。
活動のための手引き

1999年後半、世界銀行情報センターは（連絡先等の詳細については後述の資料リスト参照）、「活動家のための手引き　多国間開発銀行利用者の手引き」の発行を開始した。いずれは非常に充実し、かつ詳細な資料になるだろう。2000年初頭の時点で発行されている手引書がカバーしているのは以下の内容である（いずれインドネシアのバハサ語、カンボジア語、英語、フランス語、スペイン語、ポルトガル語で入手できるようになる）。

· 世界銀行からの情報入手方法：基本編

· あなたの国に対する世界銀行の“マスター・プラン”：国家支援戦略

· 世界銀行の政策の枠組み：“保護”政策、遵守、独立監視委員会

· 国際金融会社と多国間投資保証機関

· 世界銀行の貸し付けに関するＱ＆Ａ

今後発行される手引書の内容は以下の通り：

· 世界銀行の機構を歩く方法

· 世界銀行のプロジェクトが開発される方法、プロジェクトに影響をおよぼす方法

· 環境評価、移住および先住民族に関する世界銀行の政策の解釈と利用

· 世界銀行と人権

· 米州開発銀行
PSIの地域監視プロジェクト

PSIの南北アメリカ地域の国際金融機関監視プロジェクト（AFL-CIO連帯センターが資金を提供、訳注：AFL-CIOは米国の労働組合ナショナルセンター、“米国労働総同盟産別会議”と訳されている。）の主要な目的は、PSI加盟国とNGOが連携して、世界銀行および米州開発銀行（IDB）のプロジェクトに従事する労働者に対する影響を明らかにすることである。これによって、二つの効果が生まれる。第一には、労働組合とNGOは世界銀行の資金提供、政策、プロジェクト実施に関わる問題に精通するようになる。第二には、収集した情報を活用するとともに、すべての多国間開発銀行の米国人専務理事に対して、ILOの中核的労働基準に違反する国への融資に反対の投票をすることを義務づけている米国の“フランク・サンダーズ修正条項”の力を借りることによって、プロジェクトの資金提供の条件として、国際的な労働者の権利の尊重を義務づける国際キャンペーンをPSIが展開し、世界銀行とIDBに圧力を加えていくということである。

米州における労働組合権の侵害

PSI加盟３組合の代表で構成される調査チームと協力して、PSIのブラジル担当コーディネーターのジョセリオ・ドゥルモンドは、1997年から1998年間に世界銀行の４プロジェクトに関する総合的調査レポート作成のための調査と準備を行った。この作業は、『世界銀行とブラジルにおける権利の侵害　労働組合による調査の一方法』というレポートとなって結実し、スペイン語に翻訳されている。このプロジェクトのもうひとつの副産物は、ブラジルのNGOであるRede Brasilによって出版された『ブラジルにおける多国間銀行に対する戦略』である。この本が出版された後、ブラジル議会は1998年４月に、ブラジルにおける世界銀行の活動に対する公聴会を開いたが、債務国では初めての試みであった。

1999年、この調査プロジェクトは中米の３カ国、エル･サルバドル、ガテマラ、ニカラグワに拡大され、調査チームが世界銀行か米州開発銀行のいずれかについて調査を進める過程で、これらの国のほぼすべてのPSI加盟組合が調査にかかわった。調査結果が発表されれば、2000年には３カ国の議会で多国間開発銀行プロジェクトの問題を広範に議論しようという動きが生まれるであろう。

こうした調査結果から、労働組合は政府と交渉し、世界銀行の地方事務所に苦情を訴え、解決策に必要な情報を入手することができる。発展途上国の政府の中には、国際的な資金調達条件に対して神経過敏になっている政府もあるので、組合がしっかりと監視するとことが、大きな圧力となる可能性がある。

OECD（経済協力開発機構）

OECD－TUAC

OECD（経済協力開発機構）は、第二次世界大戦直後のヨーロッパを復興させることを目的としたマーシャル・プランを実施するために設立された。その後、対象をヨーロッパ以外の国にも広げ、（2000年中盤現在で）29カ国の最先進工業国をメンバーとするまでに至り、その任務も現在のものへと変化した。付属機関として、使用者と労働者のための独立した二つの諮問組織、BIAC（産業諮問委員会）とTUAC（労働組合諮問委員会）がおかれている。TUACのメンバーは加盟国29カ国の労働組合ナショナルセンターである（訳注：日本からはBIACが経団連、TUACは連合の代表が委員となっている。）。この委員会は、PSIのようなITS（国際労働書記局）と緊密に連携を取り合っている。

多国間投資協定からの教訓

多くのPSI加盟組合が、本書に記述されているような問題のすべてに対応する準備をしなければならないことを明確に認識するようになったのは、OECDのせいかもしれない。1990年代半ば、多くの多国籍企業とOECD加盟国政府は、政治および商取引での自由裁量権の不安と不安定が、“対外直接投資（FDI）”と呼ばれている国際投資を余りにもリスキーにしていると考え、多国籍投資協定（MAI）の締結に取り組み始めた。政治や社会の不安定、地域戦争、腐敗的な慣行、あるいは政府の“干渉”のいずれもが、投資家（通常は多国籍企業）が工場、資金、本国へ送還可能な利潤および知的所有権の安全を確保できないことを意味した。現地（国内）職員の採用、あるいは現地の原材料やその他の供給品の使用を義務付けるような政府の規制が、彼らの効率や収益率に食いつぶすことを心配するようなケースもあった。また、彼らは政府が国内企業に特別な権利や特権を与え、進出してくる多国籍企業の収益率を減らそうとする政策や法律を制定するのを目撃した。

多国籍企業の懸念に対処するためのMAIの原則

前述の多国籍企業が懸念する事柄のリストには、既に異論を唱えるべき事項が多数含まれている。しかし解決策として提案されたMAIは、さらに多くの論争を引き起こした。MAIは、多国籍企業の懸念に対処するため、かきのようにいくつかの原則を設定した：

· 政府は、“外国の”多国籍企業の投資を認めるなら、国内企業と同様の扱いをしなければならない。彼らは、FDI（対外直接投資）を特定部門だけに制限することができるが、FDIを認めた場合は誰に対しても平等の扱いをしなければならない。

· 政府は、FDIを一部の国の多国籍企業だけに認めるということはできない。FDIを認めるなら、どの国の多国籍企業に対しても、あるいはどのMAI調印国に対しても市場への参入を認めなければならない。

· 前述の“問題”を処理する一連の規則が提案されており、その中には政府が望む労働法、あるいは雇用・地域開発政策を制定する政府の能力を制約する規則があるかもしれない。これらは、多国籍企業の投資行為（というよりも利潤）を“制限”するからだろう。

· 政府は、本質的に一方通行の道に追いやられることになる。政府はFDIにさらに多くの部門や道を開放することはできるが、既に約束したことを撤回することはできない。

· MAIは、OECD加盟国政府間で交渉されるが、その交渉に何ら関わらない州や県、市町村などの地方政府にも等しく適用され、民主的に選択された地方政府の政策や法律（条例）、およびプログラムは今やMAIによって支配されることになる。

· 政府がMAIに違反していると思われた場合は、多国籍企業は政府を告訴できる。しかし逆に、政府には多国籍企業を告訴する権利はない。
労働組合に警鐘を鳴らすためのPSI－TUACによるMAIキャンペーン

中核的労働基準を保護するような文言を入れさせる

先の交渉の多くは、例によって秘密裏に行われた。しかしいくつかの政府は、彼らが何に調印することを求められているのかを理解し始め、神経質になり、彼らが開放するつもりのない部門を連ねた非常に長いリストを作成し始めたので、MAIは論争の的になった。特にそのような事態は、MAIの草案の内容が、前述した地方レベルの政府やNGO、その他の利益集団などにもより広く知られるようになった時に起こった。これらのグループは、公共の保健医療および教育システムを開放して多国籍企業の競争に委ねるべきなのかどうか、あるいは環境に関する法律や基準が差別的に適用され、自国の裁判所に逆転判決を出させることができるような多国籍企業の干渉を受けてもよいのかどうかについて意見を持っていた。TUACとPSIは、労働組合界にMAIに関心をもたせるために積極的にかかわってきた。TUACはまた、中核的労働基準を保護するような文言をMAIの中に入れさせるために、熱心にキャンペーンと交渉を行ってきた。

大規模なグローバル・インターネット・キャンペーン

これらの問題に対して一般市民の注意をひきつけることに最初に成功したのはNGO、特にカナダのNGOであった。次に起こったことは、インターネットと電子メールを使った大規模なグローバル・キャンペーンで、この新技術が発明されて以来、最大規模のものであった。政府や多国籍企業でさえもが打ち破れない手段をインターネットが人々に与えたことを唐突に実感し、興奮した。

労働法と政策への脅威

もちろん労働組合にとっての懸念は上記と異なり、労働法や労働市場に関する政策と法律もまたMAIによって脅かされ、弱体化されるかもしれないことであった。たとえば、ストライキによって彼らの利潤が直接、あるいは間接的に影響を受けた場合には、ストライキを認めているのは労働法であり、したがって外国からの直接投資に対して非友好的であるとの理由から、政府を告訴する多国籍企業も出てくるかもしれないことが示唆された。

MAIの問題に対する労働組合の鈍い反応

正直言って、PSI加盟組合を初めとする労働組合が、通商大臣たちが多国籍企業の利益について交渉しようとしていたことの深刻さを十分に意識するようになり、やがてMAI反対運動が起こるまでには長い時間を要した。労働組合には、日常的な組合活動とMAIとの関連性がなかなか見えなかった。労働組合民主主義、労働基準、政府の政策立案、数多くの平等に関する問題が、電子メールとインターネットを使ったキャンペーンを活気づけ、MAIを敗北に追いやった。これにより、政府がわれわれの望まないことをすることを止めさせる力があるのだという認識が、市民社会のなかに芽生えたのである。この点については、WTOについて後述する中で再び触れることにする。なぜなら、一部の多国籍企業と政府がMAIの復活を試みるべきだと決定したのはWTOの場だからである。

OECD内の友好機関であるPUMA

TUAC－PUMA協議とPSIの役割

公共管理委員会とその事務局（ともにPUMAと呼ばれる）は、これまで公共部門にとってはOECD内部における建設的な要素であった。OECDは、全体としてはネオ・リベラルであるが、PUMAは有効かつ効率的な公共部門を擁護し、その育成を促そうとする積極的活動プログラムを実施している。PSIが、PUMAの立場のすべてに同意しているわけではないが、毎年行われるTUACとPUMAとの協議では、PSI加盟組合がTUAC代表団の大半を占めており、その協議で広い共通の基盤が得られるので、PSIはPUMAの活動の多くを支援することができるのである。このことは重要である。というのは、OECDは多くの問題に関して、OECD加盟国がどのような社会的・経済的な立場を取るべきかということについて、実質上の現状維持ルールを制定しているからである。OECD加盟国が、世界経済を牛耳っているということは、往々にしてOECDの基準が世界の基準になってしまうことを意味している。PUMAや他のOECD組織と協力して、PSIがOECD内で取り組むことが、遅かれ早かれPSI加盟組合に影響を与えるだろう。

OECD－PUMAの現在の課題

現在のOECD－PUMAの活動は、規制改善に関する複数年プロジェクト（これはすべての経済部門とすべての公共部門の活動を対象としている）、公共部門における倫理・腐敗と清廉潔白さ、公共部門における業績管理、市民とより良いコミュニケーションを築くこと、公共部門の生産と生産性を定義し測定すること、優れた統治の原則に関する取り組みなどがある。

労働者を敵視するOECDの経済学者

PUMAに比べて、非常に頑なにネオ・リベラリズムの立場をとるOECD経済局（ECO）およびその下部組織である経済開発再検討委員会、および同委員会に付属する経済政策作業グループの活動は、PUMAの活動ほどは建設的ではない。OECDは、一般的に多くのPSIの価値観と敵対する政策を推進しているが、OECDの主要な活動は「1990年代のOECD雇用調査（これは労働市場の規制緩和に対する賛美の書となった）」の提言を実行すること、および各加盟国別の経済政策検討を行うことである。ECOの活動の多くは公開されず、透明で民主的な検討に付されることがないし、各国の議会がこの活動について情報を提供されることもないために審議することができない。ECOは、ワシントン合意におけるSAPのOECD版にあたる“紳士協定”をしばしば勧告した。

労働組合の懸念を認識する雇用・社会問題の専門家

OECDのELSA（教育・雇用・労働・社会問題局と委員会）は、PUMAとECOの中間的存在である。ELSAは、ECOに比べて労働組合の懸念をより認識しており、韓国がOECDに加盟する以前も加盟後も、韓国において労働組合権が擁護されていないことに関してTUACが行った要求を見事に支持してくれた。また、TUACを支援する形で、貿易と労働基準の関係を積極的に追究してくれたし、同時にECOよりも柔軟なネオ・リベラリズム経済政策を支持している。（貿易と労働に関する基準については、政府がILOにおいて制定された中核的労働基準を尊重しなければ、世界貿易システムの恩恵を享受してはならないという労働組合の主張とかかわっているので、WTOの場で議論されるべき問題である。しかし、労働基準をより尊重することが経済と貿易両面にとって良いことであるという証拠があるかどうかという議論では、OECDが重要な役割を果たしている。）

実際的な解決を求める実務家

OECDと公共部門組合

公共部門労働組合にとって、OECDの活動に二つの重要な側面がある。第一に、活動の大半は加盟国から派遣される担当者によって構成される委員会で行われ、その方向が定められる。そうした担当者は、実際的な解決を求める実務家であることが多いが、PSI加盟組合の活発な活動家の場合もありうるという点。第二は、OECDの会議が活用でき、OECDの会議に出席でき、あるいは会議でTUACやPSIの担当者に対してブリーフィングできるような専門家集団を育成する必要が、PSIにあるという点である。

公共部門に関連のあるTUAC－OECDの資料を入手するための加盟組合の戦略

PSI加盟組合にとっての最後の懸念は、TUACのメンバー、つまり公共部門労働者にかかわるOECD－TUACの資料の送付先は、労働組合ナショナルセンターであるという点である。ナショナルセンターが、公務部門労組の組合員の生活に影響を及ぼす大切な資料を公共部門労働組合に流さないことが多いので、PSI加盟組合はこうした資料を入手し、コメントすることができるような戦略を立てる必要がある。ということは、少なくともPSI加盟組合は、公共部門労組が情報提供を望んでいるというメッセージが相手に伝わることを希望しながら、公共部門に関連のあるTUACの資料が届いていないかを定期的にナショナルセンターに問い合わせる必要があるということである。

WTO（世界貿易機関）

WTOの歴史

ブレトンウッズ機関の一つは、当初“国際貿易機関”と呼ばれる組織になる予定であったが実現しなかった。その代わり、50余年にわたってGATT（関税と貿易に関する一般協定）のもとに置かれた暫定的事務局が、世界の貿易関係に関する事柄について対応してきた。GATT、およびその他の多国間貿易協定に関する業務を引き継ぐため、1995年にWTOが設立された。

WTOの主要３原則

　基本原則を制定するにあたり、WTOは下記の主要３原則を組み入れた。

· 国内における取り扱いについて：いかなる加盟国もいかなる加盟国に対して有利な待遇を与えてはならず、全加盟国を均一に扱わなければならない。

· 非差別について：政府が貿易の自由化に合意した分野においては、国内企業と外国企業を平等に扱わなければならない。

· 紛争調停メカニズムについて：ある国がWTOの義務に違反していることを証明できた国は、違反行為が改善されない限り、違反国に対して懲罰的な処置をとることができるという苦情処理手続きを確立した。

閣僚会議

WTOには、日常的な決定をする総会設けられている。しかし、政策決定を行うのは隔年に開催される閣僚会議である。会議に出席するのは、公式には通商大臣であるが、大企業の代表（そしてそれほど頻繁にではないが、労働組合やその他のNGOの代表）を伴う政府代表団が参加することも多い。この閣僚会議で、新貿易ラウンドの開始と廃止、新貿易協定の承認、WTOのルールの制定が行われる。

WTOにおける労働者の権利に激しい反対

1996年にシンガポールで開かれた第一回閣僚会議では、国際労働運動が政府に労働基準を尊重させるための圧力を加えることができるように、WTOの作業プログラムの中に何らかの方法で貿易と労働基準に関する検討を組み入れさせようと激しいロビー活動を展開した。それに対して、いくつかの発展途上国、とりわけASEAN諸国からの激しい反対があったために、中核的労働基準を尊重することを通商大臣に確約させるが、中核的労働基準についてはILOの職務であり、ILOとWTOが連絡をとりあうべきであることを留意するといった程度の弱い表現が盛り込まれただけであった。

労働者の権利をWTOの活動とシステムに組み入れる

労働組合に関係のある1999年WTO閣僚会議の議題

近年、“社会条項”や“貿易と労働基準の関連性”といった、かなり曖昧な用語が用いられるようになってきたので、労働運動はWTOに対する要求を（弱めることなく）単純化して、労働者の権利の尊重という一点に絞ってきた。また、1999年11月から12月にかけて、シアトルで開かれた第三回閣僚会議に向けて、WTOが労働者の権利と貿易の関係について検討する委員会を設立するか、あるいは委員会設立提案を議論するフォーラムの設立に同意するか、または労働者の権利をWTOの労働、規則、紛争解決システムの中に組み入れるための作業を実際に開始するかのいずれかに同意させるためにロビー活動を行うことにより、労働者の権利に関する議論をさらに進めようとした。

GATSと保健医療サービス

シアトルでは、（前述した貿易と労働基準の問題以外に）労働組合および労働組合と協力関係にあるNGOが関心を持っている、下記のような問題が議題とされる可能性があった。
· サービス貿易に関する一般協定（GATS）の改正。これは、PSIとＥＩ（教育インターナショナル）を初めとする公共部門労組にとって重要である。何故ならば、教育、保健医療、および水道・エネルギー・交通などのすべての公共サービスは、WTOのルールにより、かってない程度まで売買可能なサービスであると宣告される危険性があったからである。ＥＩとPSIは、WTOに対する準備の一環として、“教育と公共部門の労働者に共通する関心、GATSが保健医療と教育サービスに及ぼす可能性のある影響”という新シリーズとして、下記の2冊の出版物を刊行した。

「WTOとサービス貿易に関する一般協定：公衆衛生にとって何が危険なのか？」

「WTOとミレニアム･ラウンド：公共教育にとって何が危険なのか？」

GATSに関するさらなるコメントは後述する。

公共調達

· 公共機関の公共調達に関する協定が成立する可能性があった。いくつかの国においては、それにより多国籍企業がより多くの公共サービスの分野に進出し、政府が国内の零細なサービス供給者や請負企業を支援できなくなるのではないかという懸念が存在する。労働組合はまた、中核的労働基準が調達規則の中に盛り込まれることを望んだ。2000年には、GATSおよびAGP（公共調達に関する協定）の双方において、全ての政府調達におけるさらなる透明性の強要が試みられたが、政府でさえAGPを調印していない。PSIは透明性については支持するが、この試みは全加盟国にAGPの調印を強いるに先駆け、世界中の政府調達の完全な内容を先進国が把握するための“別件捜査”に過ぎないのではないかと心配する途上国もあった。

環　境

· ICFTUとITSは、WTOが環境、安全衛生に関する事項の扱いをより厳しくするように要求した。環境の問題は、各国政府が批准した他の協定や条約など、他に考慮すべきすべての事項よりも、WTOがいかに傲慢に貿易を優先させるかを最も明確に示す例である。

女性に与える影響

· 女性グループが、他の国際組織とともに、貿易自由化が女性にもたらす影響について分析するようWTOに要求した。例えば輸出加工地区では、女性は政府と多国籍企業の犠牲になり搾取されることが往々にしてあり、また男性に比べて社会サービスの喪失や劣化に影響される度合いがはるかに大きいからである。

発展途上国

· 発展途上国が、主に先進工業国により決定されたWTOの活動において強要される取り組みに必要な資源を確保し、WTOの責務を果たすことは非常に困難である。その結果、国際貿易の会場は平等な競技場からはほど遠い状態である。シアトル会議では、こうした点について、もっと公正が保たれるルールに変更する努力がなされた。ICFTUとITSは、開発レベルの問題を労働者の権利と同様の最優先課題とした。

透明性の欠如と市民社会参加の欠如

公共部門労組の組合員を含め、労働者に影響を及ぼす可能性のある重要な政治課題とは別に、WTOの紛争解決手続きなどには、透明性がなく、市民社会の参加が欠如しているという問題があった。WTOにおけるプロセスと政治的問題の多くは、高度に技術的であり、法律の専門用語がぎっしり詰まった何百ページにものぼる報告書が出される。労働運動の課題の一つは、労働組合を代表でき、組合の立場に立って批評を書ける専門家集団を加盟組合の中から見つけることである。

シアトル問題

実のところ、シアトルでどうなったかと言えば、これらの問題はどれ一つとして十分にとりあげられなかった。なぜなら、シアトルでの閣僚会議は、名実ともに戦場になってしまったからである。その結果、どれ一つとして合意に達したものはなく、分裂が非常に深刻で、次に何を進めるかについての合意さえもできず、WTOは混乱の中に置き去りにされた。シアトルの閣僚会議については、PSI機関紙のフォーカス1999年第４号に詳述されているが、主な問題は下記のとおりである。

南北の譲歩

· 自由化された貿易から、南の国々が何らかの利益を見つけられるようにするため、北の国々が国際貿易の変化の深さとスピードの双方において、どの程度南の国々に譲歩する用意があるか。

内部の透明性と民主主義

· WTOにおける内部の透明性と民主主義の拡大

対外的透明性と社会・環境に対する関心

· 南の国々が、WTOにおける対外的透明性を拡大することの必要性と、（労働者の権利を含む）社会および環境に対する関心事をWTOの活動に含めることの必要性をどの程度受け入れるか。

2001年、新しいミレニム・ラウンド

“組み込み済み交渉議題（注１）”

シアトル閣僚会議は、新ラウンドの交渉と作業計画のための議題を設定するはずであった。今や、米国の次期大統領が2001年に就任する前に新しい“ミレニアム･ラウンド”を開始するということは不可能だろう。にもかかわらず、ウルグアイ･ラウンド中に合意され、既に組み込まれている大量の“組み込み済み”の交渉議題と作業計画がある。WTOが今でも重要な国際組織であることを証明するために、これら既定の議題で成果を上げるよう交渉者に対して強い圧力がかかるであろう。現在、機構改革と意思決定の問題をとりあげる必要があることでも、幅広いコンセンサスがある。

注１：WTO創設時に作成された文書により、組み込み済みの交渉議題には特定の時期、あるいは特定の時期までに扱われなければならないと決められている固定的な議題と交渉項目が含まれている。

組み込み済み交渉議題におけるGATS

GATSは、組み込み済み交渉議題の最重要構成要素である。農業交渉とは好対照で、GATSを通じてサービスの自由化を広げ、深めることが望ましいとする深いコンセンサスがある。この結束は、欧州連合（EU）、米国、日本およびカナダの間で最も明らかである。発展途上国の間でさえも、サービスを拡大するという議題に対して今のところ大きな反対はなく、幾分の支持さえもある。

発展途上国についての記述は意外かもしれない。しかし、多くの発展途上国には保護すべき国内サービス部門が存在しない。第二に、多くの発展途上国には広範な公共サービスが欠如しているか、あるいは公共サービスを擁護するための世論を呼び起こすことが困難なまでに公共サービスが衰退している。第三に、いくつかの最も大きな途上国（特にインド）は、すでにソフトウェア・プログラミングなどのサービスや、恐らく一部の保健医療サービスでさえも輸出し始めている。そして勿論、多くの途上国はサービスに関する投資が欲しくてたまらないのだ。

いかなるサービス部門も除外すべきではない

GATS交渉は、迅速な成果を達成できる最有力候補である。シアトル宣言案中のサービスの部分は、交渉が進むであろう方向を示しており、ジュネーブで交渉が再開さているので、公式委任事項の基盤として使われるかもしれない。閣僚宣言案には、「いかなるサービス部門や供給方式も事前に交渉から除外されてはならない」と記述されている。同宣言案では、あらゆるサービス部門と供給方式に適用する規則を作成するため、“水平的”アプローチと呼ばれる方法を提唱し、部門別交渉方式を認めた。さらに、既存の委員会がサービス一覧表の包括的な見直しを完了するよう指示した。その結果、サービスの再分類がおこなわれ、含まれていなかった部門が含まれる可能性がある。これらの草案の内容に関しては、ほとんど異論がなかったので、シアトル閣僚会議の全体的な失敗も、GATSは休止することなく進められるべきだとする全体的なコンセンサスに影響を及ぼさないかもしれない。

保健医療、教育、社会サービスに及ぼす可能性のある影響

宣言案のすべての要素を踏まえれば、来るべきサービス交渉は非常に幅広であること、保健医療、教育、社会サービスおよび文化プログラムなどを含め、各国別に提案される協定案に及ぼす可能性のある影響を注意深く調べる必要があることは明らかである。

“不要”で“反競争的”規制

また、GATS第６条４項のもとで、“国内規制”に関する交渉も継続している。これまでのところ、この作業部会は会計部門における職業規制について基準を作っただけである。しかし部門ごとの緩慢な進展状況に業を煮やして、この作業部会はWTO国内規制作業部会へと転じられ、あらゆる部門に適用される規則を策定する権限を持つようになった。この交渉が目指しているのは、WTO委員会の見解では“不要な”または“反競争的”規制であるということを根拠にして、総合的な非差別規制だという主張に異議を唱えられるような規則を策定することである。

もしあなたがGATSの性格と範囲が無制限であることに未だ納得してないなら、1997年１月８日に英国のロンドンで開催された銀行業会議の席で、WTOサービス貿易部の理事であるデイビッド・ハートリッジの発言を聞いて欲しい。

「GATSは、自由化と改革のプロセスをスピードアップして、それを逆転不可能なものにすることができるし、そうするであろう。」

市場へのアクセスを確保するための政府調達

サービス業の政府調達に関する今後の交渉は、GATSに組み込み済みの議題の一部である。これらの話し合いは、サービス業に関するより広範で強制的な交渉の一部として開始されるかもしれない。

現行の政府調達に関するWTO協定（AGP）は、“一括適用”される他のWTO協定とは異なり、協定に調印した25政府だけに適用される。大半の発展途上国は、これに調印してない。先進諸国は、一括適用協定だとして、今後の政府調達交渉の結果を全WTO加盟国に無条件に適用させようとするだろう。多くの発展途上国が抵抗するだろう。政府調達の透明性に関する協定の交渉は既に始まっている。同協定に関する提案のいくつかは、透明性に留まらず、市場への参入を確実なものとしようとしている。

倫理的な調達と人権保護の妨げ

AGPは、州政府や地方自治体には適用されない。政府調達の透明性に関する協定が地方政府に適用されば、対象範囲を広げる方向への第一歩になるだろう。これは、地方の経済開発において調達方式を用いないようにさせる可能性があり、（ボイコットや優先的購入を通じて）人権を促進することを狙った“選択的購入”政策に水を差し、とりわけ地方政府に対して多額の管理コストを課すことになる可能性がある。

　前述したテーマに関するPSIの新たな出版物では、先住民の問題や、薬品パテントが国家の保健医療予算に与える影響、パテント所有企業に与えられている保護により肺結核やHIVエイズなど第三世界にとって不可欠な薬品の流通が制限されていがるが、これら全ての問題はTRIPS協定（知的所有権の貿易関連の側面に関する協定）のもとで生じているのだということを指摘している。

（訳注：知的財産保護に関する国際ルールとしては、従来から工業所有権に関するパリ条約、著作権に関するベルヌ条約等が存在していたが、知的財産が通商と密接に関連してきたことに対応するためとして、WTO下ではTRIPS協定によってその保護水準の強化や紛争処理のあり方が規定されている。現行の協定では、エイズなどの特殊な医療危機状況下においては、政府は企業のパテントをキャンセルすることができるとされている。1999年秋、EUはパテントキャンセルの権利をWHOが“不可欠な薬品”にしていている306薬品に拡大するよう要求した。）

専門性の欠如

労働組合とNGOのより緊密な連携が必要

我々はどのようにWTOにおける取り組みを進めるか？取り組みの大半はジュネーブで行われ、国際労働運動にはジュネーブにおいてWTOの問題で効果的なロビー活動を展開するだけの資金がないため、われわれは十分な専門的知識を有していない。この問題については、ICFTUとITSとで議論されたが、現時点では問題の解決法は見つかっていない。WTOに対する労働組合の取り組みに十分な資源を見つけるという解決法があるかどうかにかかわらず、WTO問題と取り組んでいる労働組合は、国内的あるいは国際的に同様の問題に取り組んでいる適切な進歩的NGOと緊密に連携する必要がある。こうしたNGOの多くは、自分たちの主張に貿易と労働基準についての一項を喜んで入れてくれる。そのお返しに、われわれの主張にも可能な限り彼らの要求を盛り込むように努力すべきである。
SOLIDARとICTSD

WTOに関して、労働組合が連携しなければならない特別なNGOが二つある。SOLIDARとICTSD（貿易と持続可能な開発のための国際センター）である。両NGOについては、（他の組織と国際組織に関する資料とともに）付属文書１に詳しい説明が記述されている。

地域・２ヵ国間・多国間貿易協定

WTOと、（原則問題でしばしば対立する）既存の多くの地域・２か国間・多国間の貿易協定との間には大きな差があるものの、それらは全て労働者の権利、環境、男女平等など、同一の問題に影響を及ぼす可能性がある。WTO以外の協定は、WTO協定と同様に秘密裏に交渉される場合が多い。諸協定は、しばしば他国の法律を凌駕する同じ権限を持ち、労働法や労働者の権利に関する文言が含まれていないのが普通である。労働組合は、これらの地域協定が（再）交渉される時には必ず、もっと積極的に行動する必要がある。PSIは、『公共部門の問題に関する現在の議論に役立てるためのブリーフィング・ノート』シリーズの中で『国際貿易協定と労働組合』を発行しており、これらの問題を扱っている。PSIに請求すれば入手できる。

地域多国間開発銀行／地域レベルのミニ世界銀行

地域レベルでは、４つの多国間開発銀行が存在する。アフリカ開発銀行（AfDB）、アジア開発銀行（ADB）、欧州復興開発銀行（EBRD）、米州開発銀行（IDB）である。欧州復興開発銀行以外は、かなり長い歴史を有し、基本的にはミニ世界銀行といえるが、地域を拠点としており代表メンバーや政策立案という点で、より地域の関わりが大きい。政策面では概ね世界銀行の政策に沿って活動しており、しばしば世界銀行およびIMFと政府プログラムの一部に関与する。（アジア開発銀行圏における日本などのような）地域内で力を持つ国の勢力範囲または通商圏の中で使用されることが確実な資金は、簡単に引き出せることが多い。
PSIはより積極的に

PSIとこれらの地域銀行との関係は、IDBを除いては希薄である。IDBは、他の３銀行よりも団体交渉と労働組合に取り組み、理解する必要があることを明確に認めてきた。ごく最近になってPSIは、ブラジルと中米におけるプロジェクトに関する報告の部分で前述したように、これらの地域銀行に関する活動を積極的に行うようになった。

EBRDが民主的価値を推進する

EBRDが他の銀行と異なる特徴は、より良い統治という課題に取り組む特定規則を有する唯一の国際機関であるという点である。これは、EBRDが市場経済に基づく民主国家になろうとしていた中東欧を主な対象としているためであるが、EBRDが民主的な価値や労働組合、あるいはその他の人権を他の地域銀行に比べて、明らかに積極的に推進してきたかどうかは疑わしい。

　最近のEBRDとコンタクトした際、同行は労働組合との対話を開始したいとの意向を示した。これまでのところ対話をおこなっていないことを認識している。同行は、政策ツールとして民営化を支持するのか、拒絶するのかについては明確な政策を持っていないという立場を採ろうとしているが、同行の文書を読んだものでそれを信じるものはいない。しかしながら、中東欧の再構築にまつわる問題の解決法として公共部門および公共金融の推進を準備しようとしているが、そのような解決法を受け入れるパートナーを見つけることができないでいる。

PSIとADBとのコンタクトを増やす

1995年５月、PSI代表団はフィリピンのマニラのマンダルヨン・シティーで、千野忠男ADB総裁と会見した。PSI代表団は、金融機関は単に自由な貿易ではなく公正な貿易を促進すべきであることを強調し、不公正な労働慣行に関与していない最貧国に対する債務緩和支援を要求した。また、中核的労働基準の尊重をADB融資の一条件にするよう求めた。PSIはまた、選ばれたいくつかのNGOだけでなく、国際労働運動ともADBが連携するよう呼びかけた。ADBとPSIとのコンタクトを増すことに努力することで合意した。

上記のフォローアップとして、1999年10月のアジア太平洋地域執行委員会（APREC）に同行の代表者が招待された。APRECは、PSIおよび加盟組合がADBに以下の事項を要するという声明を採択した。公共サービスにおける競争強化などの標準政策を追及しないこと、民営化に同意しない国々にペナルティーを課さないこと、中核的労働基準条項を支持すること、公共部門労組の役割を認識すること、検討中のプロジェクトに関して早期に情報を提供すること、透明性を増すこと。また、ADBの役割について加盟組合を教育・研修することをPSIに求めた。この新しいコンタクトが、PSIおよびアジア太平洋地域の加盟組合に何らかの実をもたらすかどうかを判断するのは時期尚早である。

EBRD、AfDB、EIBおよびBISに関する情報が必要

どのような観点から見ても、PSIはEBRDおよびAfDBに対する、あるいは両行における活動を行ったことはない。両行に関する体験を有する加盟組合からの両行に関する情報をPSIは必要としている。

同様に、PSIは欧州投資銀行（EIB）に焦点を置いた活動も行ったことはない。EIBは、ヨーロッパにおける多数のインフラ・プロジェクトに出資する機関で、伝統的に資本活動に重点をおいてきた。EIB対する労働組合の経験に関する情報も必要である。中央銀行間で交渉される国際取引の最終的なバランスを監督する銀行である国際決済銀行（BIS）についても同様である。現段階では、BISに対する労働組合側の主な関心は、同行が金融安定フォーラム（FSF）に絡んでいることである。このフォーラムは、Ｇ７政府（Ｇ20も参加）、銀行（IMFも含む）および監督機関が、金融の安定を生み出すために必要な国際経済構造（すなわち機関、規則と手続き、電子商取引）のオプションを探ろうとするものである。現段階では、TUACが国際労働運動のためにBISに関する取り組みをコーディネートしている。

国連組織とその機関

あらゆるフォーラムで脅かされる労働組合権

　1990年代には、いくつかの国連会議が開催された。1992年のリオデジャネイロ環境会議、1995年のコペンハーゲン社会開発サミット、1995年の北京女性会議などである。他の労働組合やNGOと同様に、PSIはこれらの会議の多くにおいて非常に活発なイオンであった。国際労働基準の最大限の尊重、女性に平等を保障するための手段、子どもたちにとってより良いサービス、より良い保健医療・教育システムなど、非常に素晴らしい協定や宣言がほとんどの会議で採択された。これらの会議で作成された最終的な文書のほとんどは、政府の意向についてたいへん前向きな声明であった。進捗状況を評価し、21世紀の始まりに向けた行動を決定するため、それぞれの会議の５年後に会議を再度開催することが同意された。そして労働組合とNGOは、以前の約束を履行することを求めて政府に対するキャンペーンをおこなった。

　北京プラス５およびコペンハーゲン・プラス５などのフォローアップ・フォーラムでは、労働組合は単にオリジナルの文書を守るためだけのために闘わなくてはならなかった。政府は、すべての約束を再検討したがった。多くの政府が、ILOの労働基準との関連を避けようとしたが、北京プラス５だけは、ICFTU、PSIおよびEIの大規模なキャンペーンにより受け入れられる文言で再度約束が確認された。本書が脱稿しようとする時にジュネーブで開催されたコペンハーゲン・プラス５では、途上圏の一部の国々が労働基準に関する以前の約束を完全に反故にした。各フォーラムにおいて、この攻撃を特にリードしたのはエジプト、パキスタンおよび中国の３国である。メキシコも、しばしばこの３国を支持した。手におえない強情者は、これらの国々であり、Ｇ77の途上国でさえも不満を言っている。これらの３国は、第三世界を人質としている。したがって、2000年は労働者にとって大きな後退の年である。

労働者の権利を守るために必要な新戦略

　国際労働運動は、労働者の利益を守るために、全てのプラス５会議の資料を分析し、国連に対する新たな戦略を考案することが必要である。本書が出版されるまでには、これらの資料を間違いなく我々のWebサイトや新規の刊行物に掲載する。

労働組合の立場

ICFTU－TUAC声明／ワシントン合意の不備

ICFTUとTUACは、OECD閣僚会議、およびＧ７・Ｇ８の経済サミットに先立ち、長年にわたって世界の経済・財政状況に関する声明を発表してきた。最近の声明は、緊急性を強く打ち出したものになっている。というのは、これらの声明は、当初アジア金融危機と呼ばれていた事態から生じている政策課題と、ワシントン合意の不備がますますはっきりとしてくるにつれて必要になってきた最も望ましい国際金融システムについて、労働組合の立場を提示する機会について記述しているからである。最も新しい声明（2000年６月）は、付属文書３として添付されている。

これらの声明は、おおよそ以下の点に焦点を絞っている。

多くの国々と人々が置き去りに

· グローバル化が、より多くの国と人々を社会の縁へ、そして許容しがたい生活状態へと追いやっているので、世界の経済大国と国際機関が新しい政策の方向性が打ち出すことが必要

世界的な需要の拡大

· 世界的に需要を拡大することが必要

市場に対する規制の強化

· 国際的不安定を引き起こす危険性を減らすために、国際金融システムにおける市場規制を強化することが必要。焦点となるのは、IMFの処方箋の不備や非生産性にとどまらず、国民と国会に対してより民主的に説明責任を果たす構造を構築することが必要。

ILO宣言

· 現在の世界的危機における社会的要因、およびこうした要因を政策的な観点から無視することによって生まれる危険性についての分析が必要。とりわけ、ILOの「労働に関する基本的原則及び権利に関するILO宣言並びにそのフォローアップ」を政策および開発プログラムに採り入れることが必要。
雇用の創出と失業の削減

· 雇用創出と失業の削減、およびそれに関連する生涯学習のニーズ、有効な労働市場プログラムの必要性、社会から排除されている人々（特に若者と女性）のニーズ、社会保険・保障プログラムのニーズにしっかりと対応することの必要性に対して、より真剣かつ前向きなＧ８の取り組みが急務。

グローバリゼーションと自由貿易は悪いこと？

国際労働運動が提示する政策的処方箋の中では、グローバル化および自由貿易が「悪いこと」であるというような言い方はしていない。貿易が公正におこなわれるならば、こうしたグローバル化の傾向は多くの国、貧しい人々、社会から排除されている人々に利益をもたらすことができる。労働組合の立場の要点は、事態が恐ろしいほど悪化しており、労働者が苦い薬を飲めるよう労働組合が厳しく「鍛錬する」ことが必要な場合に限らず、どのような時でも、解決のための取り組みへの参加を望んでいるということである。

NGOは労働組合の味方

労働組合が、前述のような取り組みをを単独で実行することは絶対に不可能である。われわれには資源もないし、全てのアイディアを持っているわけでもない。特に世界銀行とWTOの記述で触れたように、NGO、少なくともより良いNGOは組合の味方だとみなさなければならない。強力な連携関係を作り出すことは、労働組合にとって必ずしも容易なことではない。NGOの文化的背景は、労働組合の民主主義や代表制とは異なることがある。NGOの中には、活動対象を一つの課題に絞っているものもあり、短期間で消滅するものもある。NGOと協力して活動することによって、労働組合のエネルギーと資源を本来の目的とは違う目的に使わなければならない場合も生ずる。しかし、そのような取り組みをおこなう方法を学ばなかったことにより、グローバル化の課題に関する労働組合の目的を実現できなかったとしたら、長期的にはより大きなリスクを負うことになる。

政府文書は労働組合に有用

ブレトンウッズ機関を監視するにあたり、労働組合が利用できる資料を発行している政府機関がいくつかある。たとえば、米国財務省の国際問題担当次官事務所は、議会向けに労働問題と国際金融機関に関する年次報告書を発行している。これは、国際金融機関が中核的労働基準を侵害するプロジェクトに、米国の資金を使用することを禁ずる米国の法律があるからである。この年次報告書では、地域の国際金融機関を含む、あらゆる主要国際金融機関について、プログラム、政策、慣行およびILOの中核的労働基準に関する研修の記録を検証している。これは、政府の視点から国際金融機関を評価している非常に貴重な資料であるが、明らかに労働組合の視点が欠けている。これを提供できるのは労働組合だけである。したがって、本PSI文書に対するフィードバックが必要なのである。

PSIと加盟組合

誰が何をするか

前述したようなことが、PSI加盟組合にとってどんな意味があるかという意味では、各組合組合内および組合間で決断しなければならない問題が二つある。つまり、何をするにしても、最も適切な組織によってなされなければならないということと、労働組合がどんな問題に取り組むことを要求されるのが適当かという点を明確にしなければならないということである。

ミレニアム・ディベート

　2000年の世界大会において、ICFTUは全世界のあらゆるレベルの労働者の利益を代表して職務を遂行するために、国際労働運動に必要とされる目的、機構およびプロセスに関する議論を開始した。この議論は2001年まで続けられ、PSIおよび他の労働組合組織の本質（あるいは存在さえ）に重大な変化をもたらすかもしれない。この議論に関する資料として、PSIは回覧文書と幾つかの文書を発送した。労働組合の精髄について、労働者があらゆる観点から検証することを支援するためである。

貴重なリソースを利用する

誰がおこなうべきか？

最初の論点は、TUAC、ICFTU、ETUC、労働組合ナショナルセンター、（PSIを含む）ITS、およびそれらの国際・国内組織の加盟組合が、どのように職務を分担するかということである。労働運動が有する資源は少なく、複数の組織が同じ仕事を重複して行う余裕はない。また、どの組織の守備範囲にも入らないような仕事をする余裕もない。したがって、ある特定の役に最も相応しい役者は誰かということを初めに議論しておく必要がある。どのような答えが出たとしても、次にはどのような方法で行うかということを検討しなければならない。伝統的な委員会が必要なのか、あるいは電子メール、インターネット、または様々な方式の電子会議などによるネットワークやグループを使うことが可能か？

コミュニケーションと情報交換

　どのようなメディアや機構を使った場合に、伝統的なコミュニケーションや情報交換の様式に影響を及ぼすのか？選挙で選出された組合執行部ではない組合活動家が、電子メールを使って作業をする場合、当該組合の取り組むみに必要な手続きを誰かが取るための説明責任はどのようなものとなるのか？組合執行部に取り組みの進捗状況を知らせ続けるにはどうすればよいのか？組合員には知らせなくても良いのか？

全世界の労働者のためのPSI多国籍企業データベース

何をすべきか？

近年、PSIは多国籍企業データベースを充実させてきている。世界中で特定企業に勤務する労働者が、企業の戦略、機構、社内慣行に関する情報を提供したり、引き出したりすることができるようにするためである。PSIが関連する全ての多国籍企業に関する機構を確立し、サービスを提供することができるのだろうか？あるいは、個々の加盟組合が、ボランティアとしてPSIの代わりにプロジェクトやキャンペーンをリードすべきなのだろうか？この取り組みにおいて、我々はどのような言語で話し合うのだろうか？このような問題が議論されるのは、PSIの場合は世界執行委員会の場ということになる。

関連する取り組み自体については、本書では下記の通り実施すべきであると提案する。

教　育

· 労働組合は、組合員や執行部がTUACやICFTUが作成する文書や声明の内容を理解できるように経済について教育するとともに、適当な会議において政策を議論すべきである。

多国籍企業の活動を学ぶ

· 加盟組合は、多国籍企業の活動についてもっと学び、学んだことを他の組織と交換しなければならない。

NGOとの協力

· 労働組合は、進歩的なNGOとより緊密に連携し、NGOの課題をより深く学ぶと共に、我々の課題問題を彼らに伝えることが必要である。

有効なロビー活動

· 労働組合は、許容できる政策を国際機関に採らせるために、政府に対してより効果的なロビー活動を行なう必要がある。世界銀行とIMFの理事枠は、何ヶ国が持ちまわりにしている。ということは、労働組合はどの国が理事枠を占めているのかを探り出し、次に他国の労働組合と連絡を取り合ってロビー活動の立場を調整しなければならないということである。

情報交換

· 幾つかの国のPSI加盟組合は、ICFTUとTUACからの情報、とりわけ公共部門に影響を与えるような情報をもっと提供するよう自国のナショナルセンターに圧力をかけるべきである。

労働組合間の共闘

· 世界銀行、IMFおよびWTOにおける主要な役者をどう扱うか、あるいはどんな問題を採り上げるかについて、発展途上国と先進国の労働組合との間により緊密な共闘が必要である。

PSIの出版物

· 加盟組合は、世界銀行に関しては、前述した世界銀行に関するPSIの出版物、および後述する「その他の資料」中の出版物に通暁しておくべきである。先進国の加盟組合についても同様である。

労働組合の専門家

· 世界銀行、OECD、そして特にWTOの活動に関しては、組合員の中から特定の問題に取り組むことができる専門家を見つけなければならない。

国会議員

· WTOとOECDの活動および内容について疑問を呈するよう、国会議員に対して強く要請する必要がある。

政府代表の確認

· 労働組合は、上記２組織において自国を代表している政府代表が誰であるかを調べ、民主的な説明責任を損なわずに労働組合に友好的な政策を採択し、データを活用するよう、代表者たちに対して適切なロビー活動や支援活動を行う必要がある。

付属資料１　その他の資料

　世界銀行とIMFは、巨大で資金が豊富な国際機関であり、ほとんどの労働組合はそうではない。彼我の差を縮める最良の方法は、世界銀行との取り組みをテーマとしているNGOとの連携である。世界銀行に反対している卓越し有効な組織は、ワシントンに事務所を持っており、それらの組織の多くはIMFについても取り組んでいる。幾つかは、ワシントンに本拠を持っている。下記は、PSIが1998年に発行した「世界銀行　公共部門労組向けのPSIガイド（英語、仏語、西語版がある）」に基づいている。下記は、決して完全なNGOリストではないが、端緒というところである。

下記NGOグループの関係者は、情報入手を支援し、世界銀行スタッフの関心を引くことを援助し、戦術の策定を手助けし、他の労働グループやNGOとのネットワーク作りを可能としてくれる。

　世界銀行については、NGO関係者と親交を結ぶことができれば最も効果的である。彼らの多くは働きすぎているので、時には忍耐が必要となるかもしれない。世界銀行にロビー活動をおこなう場合は、最悪の局面に追い込まれる前に下記のグループと連絡を取り合ったほうがよい。自国内に連絡先があれば、最も有用である。どのような場合でも、関係を築く最初の方法として最適なのはＥメールを使用することである。費用が安く、時差という問題も克服できる。

組　織

世界銀行情報センター（BIC）

BICは、“多国間開発銀行資金プロジェクトに関する情報の集配センター”と自称している。世界銀行情報センターは、世界銀行本部から文字通り２ブロック離れたところに位置し、スタッフは世界銀行およびIMFに関する情報の収集、途上国組織の支援、途上国向けの指針作成にほとんどの時間を割いている。

住所：2025 I Street, NW Suite 400, Washington, DC20006, USA

電話：+1.202.466.8191／FAX：466.8189／Ｅメール：bicusa@igc.apc.org
代替政策開発グループ（DGAP）

DGAPは、“50年で十分だ”連合を率いた組織として知られている。その取り組みを継続しているほか、銀行、IMFおよびその他の多国間開発銀行の調査と情報発信をしている。

　住所： 927 15th Street NW 4th Floor, Washington, DC20005, USA

　電話：+1.202.898.1566／FAX：898.1612／Ｅメール：dgap@igc.org
欧州債務・開発ネットワーク（EURODAD）

EURODADは、名称から明らかなように世界銀行およびIMFの問題に焦点を当てるという共通点を持ちながら、債務と開発の問題に取り組んでいるNGOと個人の欧州ネットワークである。

　住所：Rue Dejoncker 46, 1060 Brussels, Belgium

　電話：+32.2.543.9060／FAX：544.0559／Ｅメール：info@eurodad.ngonet.be
　ホームページ：www.oneworld.org/eurodad
地球の友人たち（FOE）

　地球の友人たち（FOE）は、米国の環境保護団体であり、多国間開発銀行の融資政策やプロジェクト、とりわけ多国間開発銀行が民間部門を支援している分野を監視している。多くの国々に同様の組織が存在する。

　住所：1025 Vermont Avenue, NW third floor, Washington, DC 20005, USA

　電話：+1.202.783.7400／FAX：783.0444／Ｅメール：foe@foe.org
　ホームページ：www.foe.org
世界機関のためのパン（BWI）

　BWIは、キリスト教会の“世界のパン”の加盟組織で、飢餓と貧困に焦点を当てて活動している擁護グループである。同組織のプロジェクトの一つは、“開発銀行監視プロジェクト”と呼ばれており、コーディネイターであるナンシー・アレクサンダーは、世界銀行のインターネット活動に関して世界で最も知識を有する監視者の一人である。

　1998年初頭、BWIは“誰があなたの国の将来を描くのか？”という世界銀行の国家支援戦略に働きかけるためのガイドを出版した。同書は、国家支援戦略について本書より深く掘り下げており、特定の国に関する情報も記載されている。価格は１部５米ドル（途上国のNGOには無料）、５部までで３米ドルの送料である。

　住所：1100 Wayne Avenue Suite 1000, Silver Spring, MD20910, USA

　電話：+1.301.608.2400／FAX：608.2401／Ｅメール：bankwatch@igc.org
ブレトンウッズ・プロジェクト（BWP）

　ブレトンウッズ・プロジェクトは、1995年に英国に本拠をおく25のNGOのネットワークである支援・環境グループにより、世界銀行とIMFの課題に取り組むために設立された。PSIは、本書中で記述した“新しい葉か隠蔽か？”という出版物のような共同作業をBWPとおこなってきた。

　住所：PO Box 100, London SE 7RT

　電話：+44.207.620.4444／FAX：620.6719／Ｅメール：bwref@gn.apc.org
貿易と持続可能な開発国際センター（ICTSD）

　ICTSDは、WTO問題に取り組むNGOを支援するために数カ国の政府により設立されたNGOである。ジュネーブで定期的な状況説明会を開催すると共に、WTOに関する開発、議題、発生事項などの最新情報をNGOに伝える雑誌を発行している。

　住所：ICTSD Geneva Executive Centre, Chemin des Anenomes 13, 219 Geneva

　電話：+41.22.979.9492／FAX：979.9093／Ｅメール：ictsd@iprolink.ch
　ホームページ：www.ictsd.org
SOLIDAR

　SOLIDARは、労働組合、欧州の社会民主党、および開発団体と緊密に連携している開発NGOである。WTOの文書や業務に労働者の権利を組み込ませるため、首尾一貫して労働組合と緊密に連携している。PSIは、フォーカス紙上でSORIDARの多くの資料を特集している。

　住所：Rue du Commerce 22, B-1000 Brussels, Belgium

　電話：+32.2.500.1020／FAX：500.1030／Ｅメール：solidar@skynet.be
　ホームページ：www.solidar.org
ジュビリー2000

　ジュビリー2000は、最貧国の債務帳消しのために取り組む組織の国際ネットワークである。その取り組みの多くは、世界銀行とIMFに焦点を当てているが、Ｇ７政府に対する活発なロビー活動もおこなっている。本体と中央のコーディネイト・グループは英国にあるが、多くの国々に独立したジュビリー2000組織が存在する。各国組織の連絡先は、下記の英国本部から入手することができる。

　住所：1 Rivington Street, London EC2A 3DT, UK

　電話：+44.207.739.1000／FAX：739.2300／Ｅメール：mail@jubilee2000uk.org
　ホームページ：www.jubilee2000uk.org
（訳注：日本のジュビリージャパン事務局は、下記の組織内におかれている）

ジュビリージャパン事務局

アジア太平洋資料センター(PARC)

〒101－0052 千代田区神田小川町２－１ 檜ビル３階 

Tel 03-3291-5901／FAX 03-3292-2437

E-mail jubilee2000japan@jca.apc.org
労働組合組織

国際公務労連（PSI）

　PSIは、公共部門労働組合のITS（国際労働書記局）である。フランスのフェルネイ・ボルテール（訳注：多くの国際機関があるスイスのジュネーブの隣町）に本部があり、2000万人を超える世界中の労働者を組織している。ヨーロッパ、アジア、アフリカ、南北アメリカに地域事務所をおいている。PSIのホームページには、世界銀行に関する課題に取り組んでいる多くの労働組合組織へのリンク集がある。

　住所：BP9, F-01211 Ferney-Voltaire Cedex, France

　電話：+33.450.40.6464／FAX：40.7320／Ｅメール：psi@world-psi.org
　ホームページ：www.world-psi.org
教育インターナショナル（EI）

　EIは、教育部門をカバーするITSである。公共部門の課題の多くを共有し、いくつかの加盟組織はPSIにも加盟しているため、両組織は1996年に“協力協定”を結んだ。同協定には、２つの共同事務所（マレーシアのクアラルンプールとアフリカ・トーゴのロメ）、あるいは共同の出版およびプロジェクトが含まれている。

　住所：5 Blvd du Roi Albert II (8th floor), B-1210 Brussels, Belgium

　電話：+32.2.224.0611／FAX：224.0606／Ｅメール：educint@ei-ie.org
　ホームページ：www.ei-ie.org
国際自由労連（ICFTU）

　ベルギーのブラッセルにあるICFTUは、世界中のほとんどの労働組合ナショナルセンターを国際的に代表している。PSIなどのITSとともに世界銀行に対する連携した取り組みを進めるため、最近ワシントンに事務所を設置した。

本部

住所：5 Blvd du Roi Albert II, B-1210 Brussels, Belgium

　電話：+32.2.224.0211／FAX：201.5815／Ｅメール：internetpo@icftu.org
　ホームページ：www.icftu.org
ワシントンICFTU－ITS事務所（Peter Bakvis）

　住所：Suite 425, 1925 K Street, NW, Washington, DC20006, USA

　電話：+1.202.463.8573／FAX：463.8564／Ｅメール：icftu@mnsinc.com
OECD労働組合諮問委員会（TUAC）

　TUACは、OECD29加盟国の労働組合組織である。OECDへの諮問委員会であり、OECDの会合、委員会、職員、資料にアクセスすることができ、組織労働者の見解をOECDに留意させることができる。

　住所：26 avenue de la Grande Armee, 75017 Paris, France

　電話：+33.1.4763.4263／FAX：4754.9828／Ｅメール：tuac@tuac.org
　ホームページ：www.tuac.org
欧州労働組合連合（ETUC）

　ETUCは、EU、EFTA（欧州自由貿易連合）および現在EUに加盟申請をしている国々のの労働組合ナショナルセンターの地域グループである。ICFTU内の組織ではないが、通常はICFTUおよびTUACと協力関係にある。EPSU（欧州公務労連）など、地域の産業別組織も含まれている。WTO内ではEU諸国が大勢を占めいているため、WTOに関する議論においてはETUCが中心的な存在である。

　住所：Blvd du Rois Albert II, 1210 Brussels, Belgium

　電話：+32.2.224.0411／FAX：224.0454／Ｅメール：etuc@etuc.org
　ホームページ：www.etuc.org
国際労働権基金（ILRF）

　国際労働権基金（ILRF）は、国際経済における労働者の権利擁護のために活動している非営利組織である。国際理事会および選挙区により、ILRFは労働者の権利と国際貿易の関連性を繋げることに成功している。

　住所：733 15th Street, NW, Suite 920, Washington, DC 20015, USA

　電話：+1.202.347.4100／FAX：347.4885／Ｅメール：laborrights@igc.org
国際機関のホームページ

IMF（国際通貨基金）：www.imf.org
世界銀行：www.worldbank.org
OECD：www.oecd.org
WTO：www.wto.org
AfDB（アフリカ開発銀行）：www.afdb.org
ADB（アジア開発銀行）：www.adb.org
IDB（米州開発銀行）：www.iadb.org
EBRD（欧州復興開発銀行）：www.ebrd.org
付属資料２　国際金融に関する略称一覧

ADB

Asian Development Bank：アジア開発銀行

AfDB

African Development Bank：アフリカ開発銀行

APREC

PSI’s Asia-Pacific Regional Executive Committee：PSIアジア太平洋地域執行委員会

BIC

Bank Information Center：世界銀行情報センター

BIS

Bank for International Settlements：国際決済銀行

BWI

Bretton Woods Institutions：ブレトンウッズ機関

CAS

County Assistance Strategy：国家支援戦略

DGAP

Development Group on Alternative Policies：代替政策開発グループ

EBRD

European Bank for Reconstruction and Development：欧州復興開発銀行

ESAF

Enhanced Structural Adjustment Facility：構造調整強化措置

EIB

European Investment Bank：欧州投資銀行

ETUC

European Trade Union Confederation：欧州労働組合連合

EURODAD

European Network on Debt and Development：欧州債務・開発ネットワーク

FOE

Friends of Earth：地球の友人たち

GATS

The WTO General Agreement on Trade in Services：WTOサービス貿易に関する一般協定

IDB

Inter-American Development Bank：米州開発銀行

IBRD

International Bank for Reconstruction and Development (the World Bank)：国際復興開発銀行（世界銀行）

ICFTU

International Confederation of Free Trade Unions：国際自由労連

ICTSD

International Center for Trade and Sustainable Development：貿易と持続可能な開発国際センター

IDA

International Development Association：国際開発協会

IFC

International Finance Corporation：国際金融企業

ILO

International Labour Organisation：国際労働機関

ILRF

International Labour Rights Fund：国際労働権基金

IMF

International Monetary Fund：国際通貨基金

ITS

International Trade Secretariat：国際労働書記局

MDB

Multilateral Development Bank：多国間開発銀行

MIGA

Multilateral Investment Guarantee Association：多国間投資保証教会

NGO

Non-Governmental Organisation：非政府組織

OECD

Organisation for Economic Co-operation and Development：経済協力開発機構

PIC

Public Information Center：公共情報センター

PID

Public Information Document：公共情報資料

PFP

Policy Framework Paper：政策枠組み文書

PRGF

Poverty Reduction and Growth Facility：貧困削減・成長措置

PRSP

Poverty Reduction Strategy Paper：貧困削減戦略文書

SAP

Structural Adjustment Program：構造調整プログラム

SAPRI

Structural Adjustment Participatory Review Initiative：構造調整参加型評価構想

SAPRIN

Structural Adjustment Participatory Review Initiative Network：構造調整参加型評価構想ネットワーク

SOLIDAR

SOLIDAR：開発NGOの一つ

TUAC

Trade Union Advisory Committee to the OECD：OECD労働組合諮問委員会

